
[786]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

行政評価制度推進事業

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

効果的・効率的な行政運営01

実施
計画82-0101

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・総合計画に定める施策体系（政策－施
策－基本事業－事務事業）
・市職員
・市民

第五次総合計画の進行管理として、施策・基本事業評価、事務事業評価等の取組
を行う。

＜推進体制＞
・行政評価推進本部：行政評価に関する意思決定・指示を行う。（幹部職員で構
成。）
・行政評価推進事務局：行政評価の考え方を用いて、総合計画の進行管理、財政
管理、事務管理、人事管理を行う。（企画課、行政経営課、総務課、人事課で構
成）
・主管課・担当課等：担当する施策・基本事業、事務事業に関する事務を行う。

＜取り組みの基本＞
・施策・基本事業評価：施策及び基本事業の評価を行い総合計画の目標の達成状
況を公表する。
・事務事業評価：全ての事務事業の評価・点検を行い、その結果を公表する。
・財源配分型予算編成：行政評価の結果を活用した予算編成を実施する。

・評価・分析を適切に行い、施策、基本
事業、事務事業の成果指標が向上してい
る。
・行政評価の考え方を意識して事務事業
を進めている職員が増えている。
・評価結果が市民に公表されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 7,012 8,249 2,558 2,552

財源内訳
千円

7,012

評価･点検を実施した事務事業の数

説明会、研修会及び各種会議への延べ参加者数

行政評価の考え方を意識して事務事業を進めている職員
割合

事務事業の成果指標向上割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

事業

人

％

％

636 632 636 644

883 837 900 793

52.6 51.5 70 61.1

- 30 20.6

8,249 2,558 2,552

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】 （状況）成果指標Cについては、9.6ポイント上昇。成果指標Dについては、R元年
度が数値未取得であるため比較できないが、R2年度における成果が向上している
事務事業は20.6％であった。
（原因）成果指標Cについては、新たに研修を実施した新規採用職員を多く含む2
9歳以下の職員だけでなく、全年代・全職種で「意識して進めている」職員の数
が増加している。R2年度に特別に実施した取組はないため、増加理由については
調査を要する。成果指標Dについては、指標が低下した事務事業のうち約83％が
新型コロナウイルス感染症の影響を原因としている。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

低下

余地が大きい

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●職員が制度理解を深めるよう研修を充実します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

新たに新規採用職員向けに「総合計画と行政評価」について研修を実施（R2.9.4新規採用職員中期研修）

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1144]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

指定管理制度等支援事務

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

効果的・効率的な行政運営01

実施
計画82-0102

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市民
・公共施設所管課
・公の施設

指定管理者制度に係る各課の支援及びモニタリングの評価結果等の公表を行う。

・「指定管理者モニタリングの手引き」に基づくモニタリングの支援及び評価結
果の公表を行う。（毎年6月頃）
・「尾張旭市指定管理者制度の運用指針」に基づく支援を行う。（適宜）
・「尾張旭市指定管理者制度の運用指針」の改訂を行う。（適宜）
・指定管理者制度に関する庁内連絡会議を実施する。（適宜）

＜指定管理者選定予定施設＞
・年度別計画のとおり

・指定管理・ＰＦＩ制度等について、公
共施設所管課内で最適な制度が選択され
ている。
・施設利用者に協定書や仕様書に基づい
たサービスが適正に提供されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 80 40 80 2,440

財源内訳
千円

80

指定管理者モニタリング評価実施施設数

「指定管理者モニタリングの手引き」に基づく評価でＢ
評価を受けた項目数

「指定管理者モニタリングの手引き」に基づく評価でＢ
評価から改善された割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

施設

個

％

27 27 27 27

1

100

1 2 0

0 100 100

40 80 2,440

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）モニタリングでＢ評価を受けた項目数が０となった。
（原因）年度当初計画に基づき、業務に取り組むことができている。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[790]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

行政改革推進事務

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

効果的・効率的な行政運営01

実施
計画82-0105

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

行政事務
職員

事務改善基本方針では、行政評価の取組を行政改革の取組の柱の一つとして位置
付け、事務事業評価の結果などを通して事務改善に取り組むとしているため、以
下の３つの事項を柱に事務改善に取り組む。

１事務事業評価結果に基づく行政改革・事務改善の推進
　事務事業評価や組織課題ヒアリングの内容などから、行政改革・事務改善につ
ながる項目を導き出し、担当課等の改善をフォローする。
２事務改善委員会の開催
　行政評価の取組などから全庁的に取り組むべき新たな調査審議事項を模索し、
事務改善委員会を開催することで、行政事務の能率化及び合理化等を図る。
３事務改善基本方針の実践
　事務改善基本方針「職員の意識改革、職員の行動改革、組織風土の改革」の３
つの基本方針を軸に職員へ働きかけ、事務改善の推進に取り組む。

行政事務の効率化及び合理化が図られて
いる。
職員が事務改善への意識が醸成され、常
日頃から事務改善に取り組んでいる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

各課等で行われた事務の改善及び見直し事例の件数

当該年度実施取組方針に対する進行管理状況確認回数

改善を意識して、事務をしている職員の割合

事務事業評価による改善を実施した割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

対象

件

回

％

％

240 190 350

3 3 3

80.3

72.8 78 76.6

80.4 80 80.5

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】 （状況）成果指標Cについては、3.8ポイント上昇。成果指標Dについては、0.1ポ
イント上昇。
（原因）成果指標Cについては、職員に対し、毎月6日の「事務改善の日」で啓発
するとともに、各課等の取組を紹介するなど、事務改善の重要性の周知に努めた
。また、新型コロナウイルス感染症を契機に、事業の見直しを考える機会が増加
した。成果指標Dについては、新型コロナウイルス感染症等を理由に一部実施に
至らなかった事務事業があったものの、適正に進行管理を行い改善に努めた。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●行政評価の取組により確認された事務事業の課題・改善案から行政改革、事務改善につながる事項を洗い出し、先進
地の事例などを調査の上、関係課と情報共有を図ります。
●働き方改革の推進として、事務改善の重要性を引き続き職員へ周知し、事務改善による全庁的な時間外勤務の削減に
取り組みます。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

・行政評価事務局ヒアリング等において、新型コロナウイルス感染症を契機に廃止を検討できる事業等がないか、洗い
出しを行った。
・毎月6日の「事務改善の日」での啓発や各課等の取組の紹介など、事務改善の重要性の周知を図り、時間外勤務時間の
削減につながった。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[787]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

市有建築物工事設計監理事業

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

効果的・効率的な行政運営01

実施
計画82-0106

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市有建築物（教育委員会施設を除く） ○事業の内容
　各施設所管課より依頼を受けた営繕工事等について、工事の目的を確認し、最
善の方法にて設計し、適正な履行の確保を図るための監理業務を行う。
　また、今後策定される個別施設計画に基づき、実施設計を順次実施する。

○業務の手順
　４月以降：当該年度の年間業務予定表を各課へ通知し、年間業務予定表に従
い、順次業務を遂行
　６月：設計監理業務の外部委託が必要な業務について基準を通知
　１０月：各施設所管課に対し、翌年度の業務依頼予定の有無について照会
　３月：依頼内容の精査、スケジュールの調整　

整備することにより、市有建築物の質を
高め、安全で利用しやすい施設となって
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 5,504 3,944 6,868 2,342

財源内訳
千円

5,504

受託業務の実施件数

受託業務の工事完成率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

％

30 19 20 29

100 100 100 100

3,944 6,868 2,342

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（現状）「受託業務の工事完成率」は、昨年度実績と同様に100％を維持できて
います。
（原因）年度当初計画に基づき、業務に取り組めていると考えられます。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[814]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

所得課税証明書等発行事業

総務部
税務課

行財政運営の推進

08

効果的・効率的な行政運営01

実施
計画82-0107

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

証明書発行を求める申請人

地方税法の規定及び本市サービス業務の一環として、所得課税証明書等を申請人
の交付申請に基づき発行し、条例に基づいた手数料を徴収する。
・申請者の確認　納税義務者…身分証明書等
　　　　　　　　その他関係者…身分証明書等、委任状
・各証明書内容
　地方税法
　　評価証明‥土地、家屋の所有者、地目、種類、地積､床面積、評価額等
　　公課証明‥土地、家屋の所有者、地目、種類、地積､床面積､評価額､
　　　　　　　固定資産税・都市計画税相当額等
　　土地・家屋名寄閲覧‥納税義務者の所有するすべての固定資産
　サービス業務
　　所得課税証明‥当該者の所得金額等、市・県民税額、控除額の内訳等
　　事業証明‥当該法人の事業所名、所在地等の台帳登載状況
　　土地・家屋台帳閲覧‥土地、家屋の所有者、地目、種類､地積､床面積等
　　公図閲覧‥不動産登記法に規定する地図
　　その他証明等‥資産､扶養証明等　　

申請人に対して申請内容に適合した証明
書を迅速かつ正確に交付されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

証明書発行件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件 17,067 17,140 17,000 14,189

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[816]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

納税証明発行事業

総務部
収納課

行財政運営の推進

08

効果的・効率的な行政運営01

実施
計画82-0108

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

納税証明書の発行申請者

・納税証明書の発行申請
・申請者の確認
・委任状の確認
・納付状況の確認
・証明書の発行
・発行に係る手数料の徴収

申請者に対し正確かつ迅速に納税証明書
が発行されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

納税証明書発行件数（車検用の軽自動車税含む）

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件 2,612 2,380 2,500 2,321

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1265]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

総合戦略推進事業

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

効果的・効率的な行政運営01

実施
計画82-0109

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・総合戦略に定める施策体系（基本目標
－具体的な施策）
・市民
・市議会議員
・市職員 ＜計画等＞

・まち・ひと・しごと創生尾張旭市人口ビジョン
・まち・ひと・しごと創生総合戦略

＜事業内容＞
・次期総合戦略の策定（改定）
・総合戦略の進捗確認及び公表

尾張旭市総合戦略の進行管理が適切に行
われている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

325 203

325 203 13 7

財源内訳
千円

650

進行管理に係る会議及び打合せ回数

交付金申請数

KPIの達成率

交付金採択率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

件

％

％

1 2 2 2

0 0 1 0

31

0

36 80 -

0 100 0

406 13 7

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）KPIの達成率は取得不可。交付金採択率は０％。
（原因）KPIの達成率の取得不可については、まちづくりアンケート未実施のた
め。交付金採択率の０％については、交付金の申請を行わなかったため採択実績
なし。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が大きい

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●現総合戦略の計画期間を1年延伸し、令和2年度中に次期総合戦略を策定します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

●令和３年３月に第２期総合戦略を策定した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1336]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

総合計画策定事業

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

効果的・効率的な行政運営01

実施
計画82-0110

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市政全般

＜事務事業の内容＞
総合的かつ計画的に市政運営を図るための長期的なまちづくりの指針である総合
計画の次期計画（令和６年度～）の策定に係る事務を行う。

＜推進体制＞
庁内検討（企画課中心）　
令和３年度　　基本方針の策定
令和４年度～　基礎調査等策定事務

＜検討事項＞
○次期計画の方針検討
・市民意向調査設問の設計
・策定支援委託業務の設計
・市内団体等との関り方検討
・推進体制の検討（庁内、外部、市民参加）
・策定スケジュールの検討・決定　等

次期総合計画の策定方針が検討されてい
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

策定に向けた検討回数（会議・打合せ（課内除く））

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

0 8

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 新規

●第五次総合計画の課題整理及び第六次総合計画策定事務に向けた情報収集を行います。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

県内自治体の策定状況等に係る調査や事業者から聞き取りを実施

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[804]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

固定資産評価審査委員会運営事業

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0201

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・固定資産評価審査委員会
・固定資産税納税義務者 ＜固定資産評価審査委員会について＞

・固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するために設置す
る行政委員会
・設置根拠　地方自治法、地方税法等
・委員定数　３人

　法に基づいて同委員会において慎重かつ適正な審査を行い、適正な評価か否か
を判断決定するため、必要な事務を行う。　評価の審査申出に関し、慎重に調査審

理し、適正に審査が行われている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 93 69 159

財源内訳
千円

93

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

69 159

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[805]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

市県民税賦課事業

総務部
税務課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0202

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・その年の1月1日現在市内に住所のある
人
・各法人の決算日に準じた事業年度に市
内に住所のある法人

各法令等（所得税法・法人税法・地方税法等）の定めにより、個人市県民税の賦課及び法人
市民税申告の受付管理を行う。
近年の個人市県民税・法人市民税における税制改正の主な概要
・住宅ローン控除の期間延長　　※Ｈ31.4.1施行
・ふるさと納税に係る控除限度額の拡充（Ｈ28年度分から）及びワンストップ特例創設　　
※H27.4.1施行
・ふるさと納税の対象を特例控除対象寄附金に規定　　※R元.6.1施行
・配偶者控除の居住者所得制限の追加及び配偶者特別控除対象者の拡充　　※Ｈ31.1.1施行
・単身児童扶養者の非課税措置の対象への追加　　※R3.1.1施行
・法人税割額の税率の改定（9.7％→6.0％）※R元.10.1開始事業年度分から
・法人市民税申告がeLTAXによる提出の義務化（大法人（資本金が1億円超の法人等）に限
る）　※R2.4.1開始事業年度分から
＜個人市県民税＞
・前年中収入についての課税資料（給与支払報告書、年金支払報告書、確定申告書、市県民
税申告書等）に基づき所得額や控除額等を入力し、内容確認（1～4月）
・納税通知書を発送（5～6月）
＜法人市民税＞
・各法人宛に事業年度毎に申告書用紙及び納付書を発送（毎月）
・事業年度毎に法人税額の9.7％（6.0％）の法人税割額と会社規模に応じた均等割額を記載
した申告書の提出を受け、入力管理する（毎月）

・個人市県民税が、法令等に基づき適正
に賦課されている。
・法人市民税が、法令等に基づき適切に
申告受付され管理されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 44,180 44,123 39,403 38,464

財源内訳
千円

44,180

個人市民税調定額

法人市民税調定額

市県民税の賦課誤りによる重大なトラブル件数（同時に
多数の市民に影響するもの）

申告書送付件数に対する法人市民税申告割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

千円

千円

件

％

5,479,964 5,474,807 5,490,000 5,542,874

599,665 581,171 526,000 473,416

0

109.1

0 0 0

109.1 98.8 106.2

44,123 39,403 38,464

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
成果指標C「市県民税の賦課誤りによる重大なトラブル件数」については０件で
推移しており、適正な賦課がなされている。
成果指標D「申告書送付件数に対する法人市民税申告割合」については前年度の
事績値に比べ、現状値が2.9パーセント減少した。これは、新型コロナウイルス
感染症の拡大等の影響により申告・納付をやむを得ず期限内に行うことが困難な
場合に、法人税の申告納付期限が延長されたことに伴い、法人市民税の申告納付
期限を個別に延長したことが要因である。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[806]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

軽自動車税賦課事業

総務部
税務課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0203

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

賦課期日（毎年4月1日現在）の軽自動車
等の所有者

法令（地方税法、市税条例等）の定めにより、4月1日を賦課期日とし、原動機付
自転車、軽二輪、軽三輪、軽四輪、二輪の小型自動車、小型特殊自動車の納税義
務者に対し、納税通知書を送付する。
・台帳の加除、修正
　軽自動車検査協会から送付される軽二輪・軽三輪・軽四輪・二輪の小型自動車
の「軽自動車税納税義務発生（消滅）申告書」、税務課窓口で直接申請する原動
機付自転車、小型特殊自動車の「軽自動車税申告書（軽自動車税消滅申告書）兼
標識交付申請書（標識返納書）」に基づき軽自動車税台帳の加除、修正をする。
・標識交付証明書、標識の発行
　原動機付自転車、小型特殊自動車については「軽自動車税申告書（軽自動車税
消滅進　申告書）兼標識交付申請書（標識返納書）」　に基づき税務課窓口で証
明・標識の発行、標識の回収をする。

軽自動車税（種別割）が、法令に基づき
正確な賦課が行われている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

6
4,803

7 10 3
5,713 5,250 5,282

財源内訳
千円

4,809

軽自動車税調定額

軽自動車税台帳の加除､修正件数

軽自動車税の賦課誤りによる重大なトラブル件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

千円

件

件

139,215 144,000 150,300 149,229

11,247 10,788 11,400 9,763

0 0 0 0

5,720 5,260 5,285

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

軽自動車税の賦課が適正に行われている。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[807]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

固定資産税・都市計画税賦課事業

総務部
税務課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0204

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

賦課期日（毎年1月1日現在）の土地・家
屋・償却資産の所有者

　法令（地方税法・市税条例等）の定めにより、当該年度の初日の属する年の1月
1日を賦課期日とし、土地、家屋、償却資産の所有者に対し、種々の賦課資料をも
とに算定した税額を決定し、納税通知書を送付する。
１ 賦課資料の加除修正等
　(1) 法務局からの登記済通知書に基づき、土地や家屋の所有者等の加除修正を
行う。
　(2) 土地や家屋の現況調査、新増築家屋の調査、全棟調査等に基づき、賦課資
料の加除修正、評価額の計算等を行う。
　(3) 償却資産申告書の徴収、各種調査による賦課資料の加除修正を行う。
２ 賦課業務にかかる納税義務者等への周知
　(1) 法令に基づく税制度の改正・現地調査、家屋調査等の事務事業
３ 賦課事業に係る委託業者との時宜を得た連携

・固定資産税・都市計画税が、法令に基
づき正確な賦課が行われている。
・償却資産の申告が適正に行われてい
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 46,811 49,344 43,940 42,795

財源内訳
千円

46,811

固定資産税調定額

都市計画税調定額

固定資産税・ 都市計画税の賦課誤りによる重大なトラ
ブル件数（同時に多数の市民に影響するもの）

償却資産の申告書送付件数に対する申告割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

千円

千円

件

％

4,729,039 4,797,067 4,866,000 4,857,624

1,057,711 1,074,426 1,090,000 1,087,794

0

88.4

0 0 0

89.5 90 88.2

49,344 43,940 42,795

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

固定資産税・都市計画税の賦課が適正に行われている。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[808]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

市税等過年度収入還付金及び還付加算金（税務課）

総務部
税務課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0205

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

納税義務者

　過年度において確定申告、修正申告、更正決定通知等に基づき市税が減額更正
される納税義務者について、納めすぎとなった市税に還付加算金を加えて還付す
る。

①確定申告書、修正申告書、更正決定通知書等の入力・内容確認
②地方税法に基づく還付加算金の計算
③支払書類の作成

＜還付加算金＞
利率の引き下げ　1.7％→1.6％　※H30.1.1施行
　　　　　　　　1.6％→1.0％　※R 3.1.1施行
起算日の変更　　※H27年4月1日施行
＜所得税の還付申告による過納金について＞
納付があった日の翌日→還付申告がされた日の翌日から一月を経過する日の翌日

納税義務者に適正な課税がなされてい
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 21,276 19,631 25,000 22,759

財源内訳
千円

21,276

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

19,631 25,000 22,759

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[809]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

配当割･株式等譲渡所得割過年度収入還付金･還付加算金

総務部
税務課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0206

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

　確定申告により配当割額・株式等譲渡
所得割額控除額を申告した納税義務者 　個人市県民税における配当割額・株式等譲渡所得割額控除額について、納税義

務者の市民税分・県民税分それぞれの所得割額から控除しきれない金額（以下「
控除不足額」という。）が生じた場合に、当該控除不足額を本人へ還付する。

（手順）
・確定申告書の処理（データ入力、内容点検等）　（2～4月）
・還付対象者リスト、過誤納金還付通知書の作成　（5月下旬）
・過誤納金還付通知書、口座振込依頼書の送付　　（6月中旬）
・還付金の本人口座への振込　　　　　　　　　　（6月下旬以降）

納税義務者に適正な課税がなされている

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 8,172 4,552 7,000 6,211

財源内訳
千円

8,172

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

4,552 7,000 6,211

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[810]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

たばこ税徴収事務事業

総務部
税務課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0207

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

たばこの卸売販売業者等　
　卸売販売業者等が製造たばこを小売販売業者に売り渡した場合において、当該
卸売販売業者等に市たばこ税を課す。

市たばこ税の課税標準　　
　売渡し等に係る製造たばこの本数
市たばこ税の税率
　1,000本につき5,692円（令和2年10月～　6,122円）
＜平成30年度税制改正＞
平成30年度から一般の紙巻たばこの税率を段階的に引き上げ
⇒1,000本あたりの税率　平成30年10月～　5,692円、令和2年10月～　6,122円、
令和3年10月～　6,552円
加熱式たばこの紙巻きたばこへの換算方法の見直し
⇒平成30年10月から令和4年10月までに、1/5ずつ5回に分けて段階的に変更

市たばこ税が適正に申告納付されてい
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[812]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

国有資産等所在市町村交付金徴収事務事業

総務部
税務課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0209

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

国有資産等所在市町村交付金法第２条に
規定する固定資産を尾張旭市内で所有す
る国又は地方公共団体

国有資産等所在市町村交付金法第２条第１項第１号に規定する国及び地方公共団
体が所有する固定資産に係る交付金の請求及び納付依頼をする。
（１）国及び地方公共団体が所有する固定資産
　　　　→毎年４月３０日までに交付金交付請求書を送付する。

国又は地方公共団体より、適正な交付金
が納付されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[797]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

収納管理事務

総務部
収納課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0210

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

納税義務者が納付する市税

・市税の納付状況を集中的に管理し、市の財政運営に必要な数値を算出する。
・重複納付や税額更正により過誤納となった市税について還付又は充当の処理を
行い、正確に納付額を管理する。
・市税の収納状況を把握し、納期限の過ぎたものについては督促・催告を適時行
う。
・毎月末に財務会計システム（現金）と市税収納管理システムの各データ（端末
表示）を照合し、相違がある場合は原因を究明し是正する。年度末には年間分を
同様に決算照合する。
・口座振替の推進のため、広報・ホームページに定期的に案内を掲載し、窓口で
はキャッシュカードによる口座振替手続を案内する。
・市税のスマートフォン決済手段を周知・広報し、市民サービスの向上に努め
る。
・市税の新規納付手段について調査・研究を随時行う。
・地方税共通納税システムを介して納付された市税について、収納消込処理が適
切に実施されている。

・納付された市税が迅速に消込処理さ
れ、納付状況が正確に把握できている。
・口座振替による市税の納付が推進され
ている。
・市税のスマートフォン決済手段が適切
に運用されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 13,190 20,631 20,918 19,000

財源内訳
千円

13,190

口座振替依頼書受付件数（依頼及び解約）

市税現年分収入金額

納税義務者数に対する口座振替利用者数の割合

市税現年収納率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

千円

％

％

1,829 1,943 3,000 2,077

12,378,563 12,459,132 12,100,000 12,488,587

38.9

99.44

38.2 45 37.8

99.46 99 99.52

20,631 20,918 19,000

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）「納税義務者数に対する口座振替利用者数の割合」は昨年度実績と比較
し0.4ポイント減少しており、R2計画値の45％に対しても7.2％低い結果となって
います。
（原因）本指標は近年緩やかな低下傾向を示しており、原因として納税方法の多
様化（スマートフォン決済アプリによる納付の普及など）に伴う口座振替利用世
代の相対的な高齢化が推測されます。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●市税新規納付手段の導入を進めます。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

●令和2年4月よりスマートフォン決済アプリ「PayB」による収納を開始済
●令和2年8月よりスマートフォン決済アプリ「PayPay」「LINE Pay」による収納を開始済

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[798]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

滞納整理徴収管理事業

総務部
収納課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0211

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市税（国保税を含む。以下同じ。）滞納
者（現年･繰越）

・滞納管理システムにより滞納者の管理を行い、次の事務を行う。
　納税相談（随時）、督促・催告（随時、通知･電話）、滞納処分（随時）
・早期自主納付を促すため、現年市税未納者に対し電話による催告業務を行う。
また、電話不通等により電話催告ができない者については、臨戸催告業務（市内
に限る。）を行う。
・地方税法第４８条に基づく個人住民税の県による直接徴収を行う。
・県外にいる滞納者のうち再三の督促状や催告書を発布し、なお自主的な納付の
無い滞納者を抽出し、地方税法の規定に基づき、住民票や預金等を調査し、財産
や居所が判明した滞納者を中心に県外徴収の日程を決定する。預金が判明してい
る場合は当該金融機関で差押えを実施するとともに、税務署での実態調査又は滞
納者の自宅等へ臨戸する。

・相談･督促･催告･訪問などにより納税
が促進されているようになっている。
・県外にいる滞納者についても、自主的
な納税を促し納税の義務があることを知
らしめているようになっている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

36
1,151

195 1
1,855 736 636

財源内訳
千円

1,187

督促・催告件数

滞納整理延べ回数

滞納繰越分の収納額

滞納繰越分の収納率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

回

千円

％

37,167 35,730 45,000 32,382

343 335 400 332

166,652

30.68

138,182 150,000 121,887

29.86 33 30.71

2,050 737 636

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）滞納繰越分の収納額は調定額の減少に伴い減少し、収納率も前年度をや
や下回っています。
（原因）滞納整理機構及び市町村による市町村滞納事案（高額・困難）の整理促
進により、納税意識が高まって滞納者が減少し、滞納処分できる財産の無い国保
加入者など、真の納付困難者が滞納繰越分に残っているため、収納率が低下した
ものと思われる。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

低下

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●「県・市町村税務職員交流制度」を活用した、職員の相互派遣を実施します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[803]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

納税推進事業

総務部
収納課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0212

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・納税義務者及び小中学生
・尾東納税貯蓄組合連合会

＜納税推進＞
・収納課職員による市税を中心に解説する職員出前講座「税金ってなに？」を開
催。
・広報による納税の案内（年６回掲載）。
・ホームページによる納税の案内（随時更新）。
・市内小学校で租税教室を開催（毎年１２月～２月に６年生を対象に実施）。

＜納税推進団体への協力＞
・連合会への負担金の支出。
・小学生を対象とした「税に関する書写」の募集、展示協力。
・中学生を対象とした「税に関する作文」の募集協力。
・「税連協だより」への市税の納期限等の掲載。

・市税が納期限内に自主納付され、徴収
が安定して確保されている。
・将来、納税義務者となる小中学生に納
税意識の向上が図られている。
・連合会の活動が円滑に行われ、組織の
拡張・強化ができている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 20 20 20 20

財源内訳
千円

20

租税教室開催件数（クラス）

広報による納税ＰＲ回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

回

2 1 3 0

8 8 6 6

20 20 20

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1083]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

市税等過年度収入還付金及び還付加算金（収納課）

総務部
収納課

行財政運営の推進

08

健全な財政運営02

実施
計画82-0213

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

過誤納の発生した納税義務者

・過誤納状況の把握
・還付金額の確定
・還付加算金の有無の確認
・支払調書の作成

過誤納金が正確かつ迅速に還付処理され
ている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 20 27 100 40

財源内訳
千円

20

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

27 100 40

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1004]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

決算調製事務

会計課
会計課

行財政運営の推進

08

市民の財政理解の推進03

実施
計画82-0301

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

前年度の出納事務（一般会計及び特別会
計）
市民

決算事務の内容　⇒　一般会計及び特別会計の決算書を調製する。

５月　前年度の決算附属資料の作成を各課へ依頼し、原稿を収集する。
　　　決算額確認リストを作成し、各課に決算額の確認を依頼する。
　　　５月末日の出納整理期間終了で、前年度の決算額が確定する。

６月　財務会計システムで決算書の原稿をプリントアウトし、各課に該当分を
　　　配付して確認作業を依頼する。（２回配付確認）
　　　会計課で決算書、事項別明細書の原稿の確認作業をする。
　　　訂正事項を修正し、印刷製本を発注する。
　　　決算書を市長（行政経営課）に送付する。

８月　納品された決算書を確認する。
　　　９月議会議案として行政経営課から提出する。

９月　議決後、公共施設等へ資料として送付する。 

決算額、内容が正確で分かりやすい決算
書が発行されている

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 291 280 330 259

財源内訳
千円

291

決算書原稿の確認依頼回数

決算書印刷部数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

部

2 2 2 2

160 160 160 145

280 330 259

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

非常に順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[819]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

広域行政等推進事務

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

広域行政の推進04

実施
計画82-0402

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市
近隣市町

○事務事業ヒアリング、先進事例、国・県等から提供される情報等により、広域
行政の必要性について情報収集する。

○地方自治法で定める地方公共団体相互の協力関係の手法（連携協約、協議会、
機関等の共同設置、事務の委託、事務の代替執行、職員の派遣等）に関して知見
を深めるとともに、庁内各課からの相談等に対して助言等を行う。

○広域行政に関する会議や研修会等を通じて、近隣市町との関係を深める。・広域行政に関する情報が収集できてい
る。
・近隣市町との関係が深められている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

広域行政に関する会議や研修会等への参加回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 1 3 1 3

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

●総合推進室が所掌している名古屋市との連携を移管して、一元化を行い進めます。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

事務の移管を実施し、一元化を進めた。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[775]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

住基ネットワーク・マイナンバーカード運用事業

市民生活部
市民課

行財政運営の推進

08

広域行政の推進04

実施
計画82-0403

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・住民基本台帳に記載されている市民
・住民基本台帳ネットワークシステム

●住基ネットワーク運用
・ネットワークシステム機器を借用し、運用を行っている。
・住民情報端末で転入処理をすると、これと連携した住基ネットワークを介し
て、転出地の自治体へ自動的にデータが転送される。（転入・転出手続きの簡素
化）
・出生・死亡の場合は、住民情報端末に入力することにより、全国サーバーに自
動的に登録・消除がされる。
（平成28.1のマイナンバーカードの交付開始に伴い、住基カードの交付は終了）
●マイナンバーカードの発行等
・個人番号通知書の作成及び市民への送付、マイナンバーカードの作成
　（全自治体が一括で地方公共団体情報システム機構へ委任）
・マイナンバーカードの交付及び電子証明書の格納、更新（申請者のみ）
・マイナンバーカード申請補助開始（H30.6月から）
・マイナンバーカード申請時来庁方式の開始（R2.5月から）
・通知カードの廃止（R2.5月）⇒個人番号通知書の送付
・マイナンバーカード交付窓口にかかる人材派遣開始（R2.7月から）
・出張申請受付（商業施設）の実施（R2.10月から）

・住基ネットが利用できるよう、適切に
運用管理されている。
・市民にマイナンバーが付番されてい
る。
・市民が各種行政サービス等を受けるた
めに、マイナンバーカードを所有してい
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

12,439 18,120 51,243 43,609

3,275 2,153 4,318 4,330
財源内訳

千円

15,714

マイナンバーカードの発行数（年間）

マイナンバーカードを保有している市民割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

枚

％

2,508 3,232 18,000 12,900

13.84 17.67 41 33.02

20,273 55,561 47,939

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】 （状況）マイナンバーカードを保有している市民割合は昨年度実績と比較し、15
.35ポイント向上していますが、令和2年度計画値41％と比較すると、7.98ポイン
ト低い結果となっています。
（原因）国によるマイナポイント事業や未申請者に対する申請書の送付などによ
り、令和3年に入ってからの交付件数が堅調に推移したものの、上半期の交付件
数が計画値に対し低調に推移したため、目標値に届きませんでした。
引き続き、市民がマイナンバーカードを受け取りやすい環境整備を行っていきま
す。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

維持・横ばい

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●マイナンバーカードの交付率向上に向けた周知啓発、申請等の支援を行います。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

成果は計画に及ばなかったものの、交付率向上に向けた周知啓発、申請等の支援を実施した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[773]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

電子自治体推進事業

企画部
情報政策課

行財政運営の推進

08

情報化の推進05

実施
計画82-0501

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市民
・市職員

愛知県及び県内市町村（名古屋市を除く。）で構成する「あいち電子自治体推進
協議会」が共同で整備・運営するシステムを利用して、行政サービスを提供す
る。
・電子申請・届出システム
・施設予約システム
・電子調達共同システム（CALS/EC）
・電子調達共同システム（物品）

電子自治体の推進に必要となるネットワーク回線の整備及びセキュリティ対策
を、あいち電子自治体推進協議会の構成団体で共同して実施する。
・あいちＬＧＷＡＮアクセス回線
・共同セキュリティ監査

・行政手続きを電子化することにより市
民の利便性が向上している。
・情報システム等を共同利用することに
より、情報システムに係る経費の削減や
住民サービスの向上等を図ることができ
ている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

350
6,260

327 310 310
5,407 5,974 5,210

財源内訳
千円

6,610

あいち電子自治体推進協議会負担金額

あいち電子自治体推進協議会の会議及び研究会等への参
加回数

共同開発による電子申請・届出ができる手続数

インターネットを使って予約できる施設数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

千円

回

件

施設

6,610 5,734 8,000 5,520

16 14 16 4

40

135

40 40 41

135 135 135

5,734 6,284 5,520

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）
活動指標B「あいち電子自治体推進協議会の会議及び研究会等への参加回数」に
ついては、R元年度実績と比べ10回減少している。
（原因）
新型コロナウイルス感染症のため会議等が開催されなかったためその影響と思わ
れる。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

向上（最高状態維持含む）

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[779]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

情報システム整備事業

企画部
情報政策課

行財政運営の推進

08

情報化の推進05

実施
計画82-0502

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員

・市の電算処理業務に必要な情報システム機器を整備する。
　R2.4現在　住民情報系パソコン148台、LGWAN系パソコン635台、インターネット
系パソコン13台
・仮想サーバ（VM6-7,共有ｽﾄﾚｰｼﾞ）構築
・セキュリティクラウドＷＥＢサーバ構築
・パソコン223台更新
・Windows2019SeverCAL購入
・セキュアな環境での職員連絡用SNS導入
・MicrosoftOffice2010サポート切れ対応　等
＜各年度に想定している主な機器更新等＞、
R3　住民情報システム構築、複合機関連更新、パソコン222台更新、強靭化関連
サーバ構築
R4　内部情報系システム構築、仮想サーバ（FSV、BKUPSV）構築、Windows2012Sev
erサポート切れ対応、パソコン103台更新、MicrosoftOffice2013サポート切れ対
応

・市職員に必要な台数のパソコンが整備
されており、職員がこれを用いて業務に
必要な処理を行ったり、情報を共有でき
る。
・市の電算処理業務に必要な情報システ
ム機器が整備できている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

2,391 3,434 3,267

3,232
74,846

3,862 4,151 4,143
79,456 87,604 89,072

財源内訳
千円

78,078

パソコン整備台数

各種情報システム改修・整備件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

対象

台

件

796 797 796 813

14 10

85,709 95,189 96,482

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●教育部局とICTに関する情報共有を定期的に行います。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

●教育部局とICTに関する情報共有を定期的に行いました。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[783]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

情報システム運用管理事業

企画部
情報政策課

行財政運営の推進

08

情報化の推進05

実施
計画82-0504

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

尾張旭市の電算処理業務、市民、市職員

市の各種業務システムの維持管理やその効率的な運用を図り、正確で迅速な住民
サービスの提供を行う。（委託で実施）
・住民情報システムの運用管理を行い、迅速な行政サービスを提供する。
・情報系システム等の運用管理を行い、内部事務を効率的に執行する。

・市の各種電算処理業務が効率的で安全
に運用されている。
・コンピューターを利用して迅速な行政
サービスを行える。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

2,861
74,347

2,861 2,857 2,860
71,169 72,922 72,200

財源内訳
千円

77,208

市の業務用パソコンの台数

住民情報システムシステムダウン件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

台

件

796 797 796 813

0 0 0 0

74,030 75,779 75,060

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「住民情報システムシステムダウン件数」は0件を維持してます。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

●住民情報システムの更新に向けた準備を進めます。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[774]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

電子調達共同システム運用事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

情報化の推進05

実施
計画82-0507

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

電子入札に参加する者 ・あいち電子自治体推進協議会が、公共事業等の入札参加資格申請、入札の情報
を電子化し、通信ネットワークを利用して愛知県及び県内市町村が情報を交換・
共有・連携できるシステムを構築する。本市は、この共同システムに参加し、電
子化を推進する。
【工事等】
　H19    　入札等参加申請運用開始、電子入札運用開始
【物品等】
　H19末　　入札等参加申請運用開始
　H21～　　電子入札運用開始
　H30～　　オープンカウンタ本格実施

電子調達共同システムにおいて、入札参
加者がトラブルなく入札資格申請や電子
入札等が実施できている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

電子入札件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件 317 316 300 344

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[778]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

住民票等コンビニ交付事業

市民生活部
市民課

行財政運営の推進

08

情報化の推進05

実施
計画82-0508

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市民
コンビニエンスストア等のマルチコピー機で住民票等の交付を行う。
　交付対象：住民票、印鑑登録証明書
　利用可能者：マイナンバーカード保有者で4ケタの暗証番号設定者
　稼働時間：午前6時30分から午後11時まで
　対象店舗：全国のセブン-イレブン、ローソン、ファミリーマート、ミニス　　
　　　　　トップ、イオンなど
　店舗件数：約55,000件

【平成28年度】
・1月にマイナンバーカードによるコンビニ交付を開始
　窓口より50円減額（令和2年1月9日まで）
【令和元年度】
　50円減額を令和5年3月31日まで延長

市民がコンビニのマルチコピー機を利用
して住民票や印鑑登録証明書を取得でき
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

1,458

9,786 7,823 9,169 8,430
財源内訳

千円

11,244

コンビニでの住民票等の交付枚数

コンビニでの住民票等の交付率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

枚

％

2,091 3,533 5,000 6,076

3.3 6.3 9 11.4

7,823 9,169 8,430

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「コンビニでの証明書の交付率」は5.1ポイント増加しています。
（原因）令和2年度はマイナンバーカード保有者が12,900人増加したことから、
コンビニ交付利用者が増加した。引き続き、コンビニ交付に必要なマイナンバー
カードの交付率向上とコンビニ交付の利便性について周知を行います。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

●コンビニ交付の利用促進に向けた周知啓発を行います。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

コンビニ交付の利用促進に向けた周知啓発を実施した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1292]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

議会ＩＣＴ化事業

議会事務局
議事課

行財政運営の推進

08

情報化の推進05

実施
計画82-0510

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

議員、事務局職員

・平成29年8月10日に議員による議会ＩＣＴ化検討会を立ち上げられ、平成29年度
から平成30年度にかけて13回の会議を開催した。
・上記検討会による検討結果を受け、平成30年12月補正でグループウェアを導入
することを含めた内容で議長へ答申が行われた。その答申を受け、議会運営委員
会における予算審査の結果、審査不十分により次年度へ申し送られた。
・新年度、改めて審査が行われ、議会関連事務の合理化等を目的として、令和元
年度内でグループウェアの導入を進めることで認め合われた。
【今後】
・令和2年度：開かれた議会として市民からの意見を受け取りやすい環境整備を図
るため、議員用のグループウェアを活用し、議会活性化を推進する。
・令和3年度：グループウェアの活用状況を踏まえ、ファイルの共有化による紙資
料の削減、委員会におけるペーパーレス会議の試行とともに、議員の情報収集能
力を向上させ、政策提言等に活かすため、タブレットを導入する。
・令和4年度：本市議会に適切な会議システムを導入し、より効果的な機器の活用
を図っていく。
・令和5年度：委員会室へのカメラ設置、電子採決等、当市に適したさらなるＩＣ
Ｔ技術の導入を検討する。

会議資料のペーパーレス及び議会内にお
ける情報共有が迅速化されるなど、効率
的な議会運営が行われている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 1,666 251 227

財源内訳
千円

ＩＣＴ化に関して検討を行った回数

グループウェアにより議員に周知した開催や連絡等の件
数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

件

7 0 3 0

0 30 50 528

1,666 251 227

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

前年度の実績値に比べ、現状値が498件増加した。これは、尾張旭市議会グルー
プウェアシステムの導入が令和元年11月からであり、運用期間に因るものである
。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

非常に順調

向上（最高状態維持含む）

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●導入したグループウェアについて、効果検証を行います。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

グループウェアについては、議員の日常的なツールとなり、スケジュール確認等、事務の削減につながった。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1310]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

マイナンバー利活用推進事務

企画部
情報政策課

行財政運営の推進

08

情報化の推進05

実施
計画82-0511

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市民
・市職員
・マイナンバー事務関係課等
(人事課、企画課、情報課、行政経営
課、災害対策室、税務課、市民課、保険
医療課、長寿課、福祉課、健康課、保育
課、こども課、都市計画課、教育行政
課)

①マイナンバーカードを活用した事業の推進
・地域経済循環システムの活用検討
・独自利用事務の検討
②情報連携事務に関する庁内に向けた情報提供
・eラーニングによる新規採用職員研修の実施、庁内説明会の開催

・マイナンバーを活用した住民サービス
を利用する市民が増えている。
・職員がマイナンバー制度を理解し、事
務が適切に実施されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 1

10
財源内訳

千円

1

マイナンバー制度ＰＲ回数

マイナンバー利用に関する研修（集合、ｅラーニング）
受講者数

マイナンバーカードを活用している事業数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

人

事業

1 1 1

21 20 0

2 2 4

10

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）
活動指標Ｂ「マイナンバー利用に関する研修（集合、eラーニング）受講者数」
については、R元年度実績と比較して皆減している。
（原因）
新型コロナウイルス感染症のため国が実施する研修が開催されなかったため皆減
となったと思われる。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●マイナンバーカードを活用した消費活性化策について関係課と連携して対応します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

●マイナンバーカードを活用した消費活性化策について関係課と連携して対応した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1340]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

ＡＩ・ＲＰＡ推進事業

企画部
情報政策課

行財政運営の推進

08

情報化の推進05

実施
計画82-0512

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市民
・市職員

・県内市町村が共同で導入する「AI-OCR」、「AIを活用した総合案内サービス」
を利用する。

・AI-OCRで電子化したデータを業務システム等に自動処理するために、RPAを導
入、運用する。

・各課がAI-OCR、RPAを利用できるよう導入、運用の支援を行う。
・AIを活用した総合案内サービスを利用
し、問合せに対する回答を自動化するこ
とで住民サービスの向上と職員の事務軽
減が図れる。
・AI-OCR、RPAを活用することで単純作
業等を自動化でき、事務軽減が図れる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 3,729 816

財源内訳
千円

ＡＩを活用した総合案内サービス使用料金額

ＡＩ－ＯＣＲ・ＲＰＡ使用料等金額

ＡＩを活用した総合案内サービス回答回数

ＡＩ－ＯＣＲ・ＲＰＡ利用部署数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

317

499

6,871

6

3,729 816

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）
活動指標については、R2年度から実績が出るようになった。
（原因）
R2年度に当該事業を新規で起こしたため。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

●愛知県と県内全市町村で構成するあいちAI・ロボティクス連携共同研究会に参加し、AI・RPAの導入に向けた検討を関
係課と進めます。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

●愛知県と県内全市町村で構成するあいちAI・ロボティクス連携共同研究会に参加し、AI・RPAの導入に向けた検討を進
めた。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1234]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

公共施設ファシリティマネジメント推進事業

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

公共施設の効率的な配置06

実施
計画82-0601

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市有建築物、施設利用者、施設管理者、
市民、職員

ファシリティマネジメント（ＦＭ）の手法を導入し、公共施設の再編・整理につ
いて、検討する。

＜推進体制＞
・ファシリィティマネジメント推進本部：ＦＭ関連事業に係る意思決定・指示を
行う（幹部職員で構成）。

＜事業内容＞
・公共施設等総合管理計画の進捗管理及び見直し
・施設データの一元化に向けた保全マネジメントシステムへのデータ入力による
ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の試算
・長寿命化（個別施設）計画の策定に伴う所管課への支援等
・ＦＭ関連情報等の提供、周知及び啓発

市有建築物を対象とした公共施設の再
編・整理計画の策定着手に向け、必要な
準備ができている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 924 820 934 794

財源内訳
千円

924

施設カルテ整備数

個別施設計画案作成支援件数

施設カルテの見せる化率

個別施設計画案作成件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

対象

件

件

％

件

255 254 253 254

10 10 44

100 100 100 100

0 24 22

820 934 794

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）R2実績は、R1実績と同様で100％となった。
（原因）年度当初計画に基づき、業務に取り組むことができている。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●個別施設計画の策定に向けて、各課等を支援するとともに、施設に必要な費用の見える化を推進します。
●公共施設の再編・整理についての検討を進めます。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 △

●各課等による個別施設計画の策定が完了し、施設に必要な費用の見える化を推進した。
●公共施設の再編・整理について、大規模施設再編の検討は具体的には進んでいない。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[865]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

秘書事務

企画部
秘書課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0901

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市長、副市長、教育長（三役）
・幹部職員、市職員
・来客者
・公用車

・市長、副市長のスケジュール管理
・市長、副市長の事務補助(情報収集及び情報提供、資料整理等)
・幹部会の開催（毎週月曜日）
・政策調整会議の開催（随時）
・三役会の開催（随時）
・職員ポータルを使用した「二役スケジュール」の管理、周知
・来客対応
・公職者及び家族の弔慰並びに災厄見舞
・幹部職員等による近隣市との情報交換に係る事務(尾張旭懇話会、金曜会)
・市長会関係事務(全国市長会、東海市長会、愛知県市長会等）
・公用車運行管理
・幹部職員等の研修に係る手配(行財政「東海懇談会」、全国都市問題会議等）

市長及び副市長の公務が円滑に遂行され
ている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 5,084 6,323 6,285 5,315

財源内訳
千円

5,084

市長、副市長出席の行事回数及び面会回数

日程調整等における不具合の件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

件

1,001 1,045 1,000 548

0 0 0 0

6,323 6,285 5,315

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）「日程調整等における不具合の件数」はR元年度同様に0件である 
（原因）職員ポータルを活用した二役スケジュール管理によって常に状況を確認
するとともに、綿密な課内の情報共有を図ることによって、日程調整等における
不具合を防ぐことができている。また、公用車の運行についても、職員ポータル
による管理によって、配車状況を常時把握することが可能となり、効率的な運行
状況が保たれている。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1131]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

平子町北地内市有地維持管理事業

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0905

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・平子町北地内市有地（名古屋市立保育
短期大学跡地及び若松寮等跡地）

◆近隣住民に迷惑がかからないよう、安全面に留意し、維持管理する。
・警備保障業務委託による施設の機械警備（～6月）及び当該地内の巡回警備を実
施（異常発生時には、市へＦＡＸ及び電話にて連絡）
・防犯カメラによる警備
・剪定・草刈りなどの環境整備業務委託を実施

　　
・近隣住民に迷惑がかからないよう、適
切に維持管理されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 2,615 2,612 8,165 7,492

財源内訳
千円

2,615

施設等修繕及び剪定件数

苦情等連絡件数（近隣に迷惑を及ぼす事案等）

平子の森を活用した取組への参加者数（R4～）

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

人

件

人

12 11 10 9

0 0 0 0

2,612 8,165 7,492

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）
成果指標C「苦情等連絡件数」は0件であり、最高状態を維持している。
（原因）
苦情の要因が発生しないよう適切な維持管理が実施されているため。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[872]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

地方分権推進事務

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0907

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

国
愛知県
市職員

＜事業内容＞
・国、県、その他の団体が主催する地方分権関連の説明会・研修会に出席
・県からの事務の権限移譲に必要な手続きを行う。（令和元年度：福祉課2件、予
防課1件、令和２年度予防課１件）
・地方分権改革の動向に注意し、情報収集を行い、必要に応じて対応の協議を行
う。
・その他地方分権に関する事務について必要な手続き等を行う。・地方分権に関する情報が市職員に共有

されている。
・地方分権に関する提案や要望が国、県
に報告されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

地方分権に関する説明会・研修会の出席回数

庁内への情報提供回数

新規で権限委譲を受けた事案数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

回

件

1 1 1

3 1 6

0 1 0

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
（状況）
成果指標C「新規で権限委譲を受けた事案数」は前年度実績と同じく0件であり、
横ばいとなっている。
（原因）
庁内への情報提供は実施しているものの、権限委譲を受けるメリットの提示等の
働きかけが不足しているため。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[835]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

法制相談等対応事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0908

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

各課等の業務
各課等の職員

・各課等の業務の中で、法律的見解についての疑義が生じた場合に行政経営課が
相談を受ける。
・特に法的解釈が必要と判断されるものについては、顧問弁護士に相談を行う。
＜委託内容＞
　法律相談（随時）及び職員研修（年１回）

※上記のほか、訴訟が提起された等、個別対応が必要となった場合には、担当課
の支援を行う。

・各種の法制相談により、各課の業務に
係る法律上の疑義が解消されている。
・顧問弁護士による研修の実施により、
業務上の法的問題に対する理解度が高
まっている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 928 829 770 660

財源内訳
千円

928

顧問弁護士への法律相談回数

研修回数

顧問弁護士に相談した結果、法律上の疑義が解消した割
合

研修により法的問題に対する理解度が高まった職員割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

回

％

％

31 24 20 31

1 1 1 0

100

100

100 90 100

96 80 0

829 770 660

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「研修により法的問題に対する理解度が高まった職員割合」は、昨年度
実績と比べて96.0％低下しています。
（理由）今年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、緊急事態宣言が発
出され、職員研修ができなかったためと考えられます。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[842]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

例規整備・議案等事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0910

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市職員
・市民等
・総合例規管理システム
・市議会の議案

●条例、規則、要綱等の整備
　・各課に必要な情報提供を行うとともに、合議の際に事前審査を行う。
　・条例、規則等の制定改廃などについて例規審査委員会で審査を行う。
　・各課等の要綱、要領等を取りまとめ、市ホームページで公表する。
●市議会の議案及び議決の処理
　・市議会に提出する議案について、合議の際に事前審査を行う。
　・議案を取りまとめて、議会へ送付する。
　・議決書を受け付け、関係課に写しを送付する。
●行政手続の審査基準等の整備
　・審査基準等について個票をシステム上で管理する。
＜総合例規管理システム＞
　内容…尾張旭市例規集、法令、判例、例規整備情報、審査基準等
　・例規等について、制定・改廃部分をデータ化し、内容を更新するとともに、
各種データを管理するもの。

・例規、要綱等の制定改廃や行政手続の
審査基準等の設定が適切に行われてい
る。
・市職員及び市民が例規等を閲覧・検索
できる。
・市議会の議案及び議決等を誤りなく処
理できている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 4,189 4,593 4,412 4,400

財源内訳
千円

4,189

例規審査委員会の開催回数

条例、規則、要綱等の制定・改廃システム更新件数

例規の整備未了による不具合件数

システムダウンの回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

件

件

回

16 20 20 13

370 343 280 289

0

0

0 0 0

0 0 0

4,593 4,412 4,400

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）例規の整備未了による不具合件数は0件、システムダウンの回数は0回で
、昨年から変化はありません。
（理由）例規データの送付及びシステムの運用が適正に行われているためと考え
られます。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1061]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

愛知県議会議員選挙事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0911

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・有権者
・候補者 公職選挙法の規定に基づき、県議会議員一般選挙を下記の事務を行う。

・県議選挙の周知　　　　　　　　　・選挙管理委員会の開催
・選挙関連各種告示　　　　　　　　・ポスター掲示場設置及び撤去　　
・投票率向上のための啓発活動（バス、駅階段のラッピング、ネット広告等）
・開票及び速報等　　　　　　　　　・期日前投票
・不在者投票　　　　　　　　　　　・選挙人名簿登録事務
・投票期日事務　　　　　　　　　　・立候補受付
選挙の結果　平成31年3月29日告示
　　　　　　平成31年4月7日執行
投票率　　　36.06％

・有権者に対して、愛知県議会議員選挙
が執行されることが周知され、公正かつ
円滑な選挙が実施されている。
・候補者に対して、公職選挙法等の関係
法令に基づき、適正な事務等が行われて
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

5,257 12,147

1 -1

財源内訳
千円

5,258

選挙執行回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 0 1 0 0

12,146

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1062]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

市議会議員選挙事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0912

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・有権者
・候補者

公職選挙法の規定に基づき、市議会議員一般選挙に係る下記事務等を行う。
・市議選挙の周知　　　　　　　　　・選挙管理委員会の開催
・選挙関連各種告示　　　　　　　　・ポスター掲示場設置及び撤去　　
・投票率向上のための啓発活動（バス、駅階段のラッピング、ネット広告等）
・開票及び速報等　　　　　　　　　・期日前投票
・不在者投票　　　　　　　　　　　・選挙人名簿登録事務
・投票期日事務　　　　　　　　　　・立候補予定者説明会の開催
・選挙公営関連関係　　　　　　　　・立候補受付　
・視覚障がい者向けの選挙公報作成　　　

選挙の結果　平成31年4月14日告示
　　　　　　平成31年4月21日執行
投票率　　　43.37％

・有権者に対して、市議会議員選挙が執
行されることが周知され、公正かつ円滑
な選挙が実施されている。
・候補者に対して、公職選挙法等の関係
法令に基づき、適正な事務等が行われて
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 109 32,557

財源内訳
千円

109

選挙執行回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 0 1 0 0

32,557

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1073]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

参議院議員選挙事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0914

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・有権者
・候補者

公職選挙法の規定に基づき、参議院議員通常選挙に係る下記の事務を行う。
・参院選挙の周知　　　　　　　　　・選挙管理委員会の開催
・選挙関連各種告示　　　　　　　　・ポスター掲示場設置及び撤去　　
・投票率向上のための啓発活動　　　・在外投票に関する事務
・開票及び速報等　　　　　　　　　・期日前投票
・不在者投票　　　　　　　　　　　・選挙人名簿登録事務
・投票期日事務

前々回選挙　平成28年6月22日公示
　　　　　　平成28年7月10日執行（投票率56.82％）

前回選挙　　令和元年7月4日公示
　　　　　　平成元年7月21日執行（投票率49.14％）

次回選挙　　令和4年7月（予定）　　　　　　

・有権者に対して、参議院議員選挙が執
行されることが周知され、公正かつ円滑
な選挙が実施されている。
・候補者に対して、公職選挙法等の関係
法令に基づき、適正な事務等が行われて
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

23,765
財源内訳

千円

選挙執行回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 0 1 0 0

23,765

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1167]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

衆議院議員総選挙事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0917

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・有権者
・候補者

公職選挙法の規定に基づき、衆議院議員総選挙に係る下記の事務を行う。
・衆院選挙の周知　　　　　　　　　・選挙管理委員会の開催
・選挙関連各種告示　　　　　　　　・ポスター掲示場設置及び撤去　　
・投票率向上のための啓発活動　　　・在外投票に関する事務
・開票及び速報等　　　　　　　　　・期日前投票
・不在者投票　　　　　　　　　　　・選挙人名簿登録事務
・投票期日事務

前回選挙　平成29年10月10日公示
　　　　　平成29年10月22日執行（58.67％）

次回選挙　令和3年10月（予定）

・有権者に対して、衆議院議員選挙が執
行されることが周知され、公正かつ円滑
な選挙が実施されている。
・候補者に対して、公職選挙法等の関係
法令に基づき、適正な事務等が行われて
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

選挙執行回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 0 0 0 0

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[893]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

市役所庁舎維持管理事業

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0918

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市役所庁舎及び付随する施設・設備・備
品

◆事業内容
・法令等に基づく庁舎内の各種設備･機器（消防設備、空調設備、電気設備等）の
保守点検業務及び不良箇所の修理、修繕等を行い、良好な環境を保つ。
・光熱水費の削減を図るため、照明・空調設備の省エネ化を検討する。
・施設の清掃や宿日直業務委託により、庁舎を適切に維持管理する。
・必要な備品（例：事務机、椅子）を必要な時に随時購入する。

◆その他特記事項
・庁舎駐車場の適正化に向けた検討及び実施

※令和２年度より（82-0104）庁舎案内事業を統合

・施設・設備機器等が安全に維持管理さ
れ、来庁者及び職員が利用しやすい状況
になっている。
・省エネ、リサイクルの徹底を含め維持
管理コストが縮減されている。
・職員が事務を円滑に遂行するために必
要な備品が管理されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

228,600
2,019

241,878
2,085 32,093 29,091

184,276 77,758 95,462

財源内訳
千円

243,897

修繕件数

施設管理委託料

施設維持管理上の大規模な不具合・トラブル件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

対象

件

千円

件

56 60 50 58

55,919 39,622 36,885 36,599

2 0 0 0

414,961 109,851 124,553

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）昨年度と同様に、大規模な不具合・トラブル件数はなかった。
（原因）施設維持管理上適切な維持管理ができていると考えられる。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●障がい者用の駐車場屋根を設置します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

●障害車用の駐車場屋根を計画どおり設置した。
≪市長所信表明事項≫
・環境面を鑑み、修繕が必要になった箇所について、随時LEDに切り替えを行っている。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1162]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

危機管理総合調整事務

総務部
危機管理課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0919

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

全職員

平成20年度　　先進地視察調査、管理職研修の実施
　　　　　　　各課において職場内研修の実施し、危機事象を洗い出す。
　　　　　　　危機管理についての基本方針を定める。
平成21年度～　危機管理体制の構築及び危機管理マニュアルの作成
　　　　　　　職員の危機管理意識の向上のため、危機管理研修の実施
平成29年度～　危機管理指針の見直しに着手
令和元年度　　危機管理指針を改訂

職員の危機意識を高め、重大な事件、事
故などの危機に直面した際に、速やかに
対応できる全庁的な体制ができている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 180 230 177

財源内訳
千円

180

危機管理研修実施回数

危機発生時に迅速かつ適切に対応ができると思う職員の
割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

％

0 1 1

69 70 71

230 177

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）成果指標Cは、昨年度実績と比べ2.0ポイント増加している。
（原因）課長補佐及び係長級対象に研修を行ったことで、研修参加者の意識の向
上に加え、周囲にも相乗効果が図られたと思われる。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[843]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

基金積立金事業

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0920

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

一般会計予算の財源不足額
公共施設

決算剰余金の２分の１を超える額を地方財政法の規定に基づき、財政調整基金に
積み立てている。また、近年は厳しい財政状況を反映して、一般会計の財源不足
の状況が恒常的となっており、財政調整基金の取り崩しを見込み当初予算を編成
している。
公共施設の計画的な整備、公債費の償還のために年度間収支の中で基金の積立を
実施している。
公共施設整備基金条例を改正するとともに、地域センター整備基金と消防施設整
備基金を平成20年度末をもって公共施設整備基金に統合した。
なお、財政調整基金、公共施設整備基金は、財政運営基本方針に基づき活用す
る。
財政調整基金[昭和５７年４月設置]
平成30年度末残高　　2,077,565,348円
減債基金[平成２年３月設置]
平成30年度末残高　　　 11,150,621円
公共施設整備基金[平成元年１０月設置]
平成30年度末残高　　1,403,688,235円

一般会計予算の財源不足額を補填するこ
とにより、安定的な財政運営を行う。
公共施設の整備を行うための財源を留保
することにより、計画的な事業遂行を図
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

295,714
334,312

13,495 216,310 341,070
282,546 150,000 300,144

財源内訳
千円

630,026

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

千円

千円

千円

千円

296,041 366,310 641,214

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[844]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

財政管理事業

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0921

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

行政経営課財政係（担当職員4名）
市職員

予算編成（当初予算：１０月～２月、補正予算：随時）
起債申請及び管理（県への届出、協議：９月、３月、金融機関等への新規借入：
３月～４月）
地方交付税の算定（普通交付税４月～７月・特別交付税９月～２月）
地方財政状況調査（決算統計・公共施設状況調査：６月～８月）
財政健全化法に基づく財政指標の算出、監査、議会報告、住民への公表（５月～
９月）
財政状況の公表（６月・１２月・随時）
広告収入の確保（通年）、財政関係諸照会への回答（通年）
財源配分型予算編成（７月行政評価事務局ヒアリング、８月財源配分決定、各部
課等財源配分調整、９月～集中審議）
補助金等交付要綱の新規制定、改正時の審査
統一的な基準による財務書類４表を作成し、公表する。
財務会計システムの円滑な運用
財政事務全般に関する事業である。

職員に対して市の財政状況を十分に説明
することにより、効率的・計画的な予算
編成・執行がされるようにする。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 6,957 11,404 7,124 7,352

財源内訳
千円

6,957

管理事業数（事務事業数）

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

事業 615 636 644

11,404 7,124 7,352

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●財務会計システムの更新について、対応を検討します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

令和4年8月に機器更新時期を迎えるに当たり、現在使用しているＮＥＣ製システムと他社システムを比較検討するため
、ジャパンシステム株式会社製と内容を比較し、機能面では大きな差異がないことを確認した。
また、現行システムで拡充可能な機能などを確認した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[847]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

還付金・返納金

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0923

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

国
県
公共施設利用者

○国県支出金返納金
前年度以前に交付された補助金等について超過交付が生じた場合に、国や愛知県
に返納する。12月補正、3月補正に合わせて該当する課に返納金の有無、金額、返
納時期の調査を実施する。

○使用料等還付金
１　年度を超えて公共施設の使用を中止した者に還付請求書の提出を求める。
２　各施設管理者において予算が不足する場合、財政課に還付請求書の写しを提
出してもらい、財務会計システムにより各課に過年度使用料還付金を配当替処理
する。
３　各施設管理者は、請求書に基づく金額を口座振替により振込み処理する。
　なお、少額の還付金については、各施設で会計管理者から歳計外現金として還
付金を現金で借入れしており、これで請求者に即時払いする方法を認めている。

過年度に交付された国県支出金の超過分
について精算（返納）されている。
公共施設の利用を中止した者に使用料を
適正に還付されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 39,421 45,964 20,150 57,532

財源内訳
千円

39,421

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

円

件数

45,964 20,150 57,532

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[848]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

予備費

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0924

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

一般会計予算

各課で緊急的な不測の事態が生じて既存の予算に不足が生じた場合、決裁により
予備費の充用伺いを行う。
決裁された内容に基づき、予備費の充用調書を財政課で調製し、不足予算に対し
て予備費を配分する。
各課は、充用された経費を含んだ支出負担行為を行い、事務事業を実施してい
く。

一般会計予算の執行にあたって、緊急的
な不測の事態に充てるため、予算枠を超
えて財源を補填することにより、円滑な
財政運営･市民サービスを提供する。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 37,510 13,069 50,000 32,097

財源内訳
千円

37,510

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

13,069 50,000 32,097

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[849]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

公有財産管理運用事業

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0925

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

公有財産（行政財産・普通財産）のう
ち、特に普通財産

・公有財産（普通財産）について、近隣に迷惑がかからないよう、随時、現地を
確し、必要に応じ伐採や整備工事等により維持管理するとともに、未利用地につ
いては、一時利用や民間へ有償貸付を推進する。
・公共用地としての利用が見込めない土地については処分等を検討する。
・固定資産台帳の活用により、貸付け、処分が円滑に運用できる体制を整える。

・公有財産の新規取得や処分において方針等の決定の際は、公有地利用調整会議
を開催する。
・取得・処分に係る適正な価格の算定に当たり、必要に応じて不動産鑑定士に評
価を依頼する。公有財産審議会を経て価格決定する。

平成23年度から（83-0939）公有財産維持管理整備事業を統合
平成28年度から（82-0963）旧市民会館維持管理事業を統合

近隣に被害が出ないよう整備されてい
る。
一時利用や有償貸付を行うことにより、
市民サービスの一助や自主財源の確保に
努めている。
公有財産の取得又は処分については適正
に実施することができている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

2,130

50,000
536

169,868 3,237 3,929 4,418

財源内訳
千円

222,534

有効利用面積（貸付地面積）

売却処分を実施した土地の面積

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

千㎡

千㎡

13.5 13.8 13.5 13.8

2.3 0.12 0.5 15

3,237 3,929 4,418

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）
２つの項目とも、当初指標を超える実績となった。
（原因）
貸付についても順調に推移し、売払いについては、環境事業施設用地の案件があ
ったため。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

非常に順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[853]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

保険管理事務

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0926

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市職員
・市有財産

＜全国市有物件災害共済会建物総合損害共済・自動車損害共済＞
⇒建物、自動車等の偶然の事故等による損害に対する補償。
・建物総合損害共済：市が所有する建物、工作物、動産が対象
・自動車損害共済：市が所有、管理、使用する自動車が対象（車両共済、損害賠
償共済）

＜全国市長会市民総合賠償補償保険＞
⇒市が所有、使用、管理する施設の瑕疵及び市の業務遂行上の過失に起因する損
害賠償責任の損害のてん補

＜主な事務＞
①各保険への継続加入申込
②新規加入及び解約手続
③事故時の保険会社への連絡及び保険金請求
④損害賠償を行う場合の市議会への議案上程又は報告

・市が所有、管理、使用する公用車及び
市が所有する建物等に係る各種保険に遺
漏なく加入することにより、職員が安心
して日常業務を遂行できる。
　また、損害があった場合の補填が円滑
に行われている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

2,526
3,091

2,741 1,000
2,959 4,870 5,776

財源内訳
千円

5,617

自動車保険加入件数

建物保険加入件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

件

103 101 100 102

241 242 250 244

5,700 5,870 5,776

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[855]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

公有財産先行取得事業

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0928

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

緊急性が高い公共事業に必要な土地
一般会計において通常の予算では措置できない緊急な公共事業用地について、一
旦土地開発基金（土地取得特別会計）の資金を活用して取得する。

基金で取得した用地については、効率的・効果的に当基金を活用して行くため早
期に市で買戻し、基金の資金を補充する。

公社の経営健全化計画に基づき、公社が先行取得した土地を買い戻す。
　⇒ 平成29年度で買戻しが完了した。緊急性が高い公共事業に必要な土地を土

地開発基金で取得できる状態にしてい
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

66,438 2,816 172,491
財源内訳

千円

66,438

先行取得面積

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

㎡ 692 861 1,000 0

2,816 172,491

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）
R2年度は先行取得する土地がなかった。
（原因）
土地の先行取得が土地開発基金により取得できる状態を保っているため、順調と
した。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

土地取得特別会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[981]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

償還元金（一般会計）

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0930

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市債の償還元金
金銭消費貸借証書を借入先に提出することにより、市債の元金の借入れを行う。
５年から２５年程度の償還期間に応じて、元利均等又は元金均等の償還方法に応
じて支払いをしている。
平成30年度末の借入状況
財務省　　　　　　　　　59件　11,197,261,577円
旧日本郵政公社　　　　　16件　 1,390,365,909円
地方公共団体金融機構　　29件　 1,957,261,830円
市中金融機関　　　　　　30件　 1,501,822,100円
市町村職員共済組合　　　16件　 　726,210,000円
市町村振興協会　　　　　11件　 　940,276,000円
愛知県　　　　　　　　　 0件　　　 　　　　0円
借入未償還残高　　　　 161件　17,713,197,416円

市債の元金が、金銭消費貸借証書に基づ
き、償還期日に約定どおり返済されてい
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 1,452,869 1,442,954 1,524,864 1,524,857

財源内訳
千円

1,452,869

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

1,442,954 1,524,864 1,524,857

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[983]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

償還利子（一般会計）

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0932

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市債の償還利子
一時借入金利子

○償還利子　金銭消費貸借証書を借入先に提出し、借入残高に応じて約定利息分
を償還利子として定期的に支払う。
支払方法としては、元利均等支払又は元金均等支払となっており、平成30年度末
未償還元金残高は、161件　17,713,197,416円となっており、利率としては、0.01
％程度から4.3％程度まで広範囲に分布する。

○一時借入金利子　年度内に一時的に歳計現金収支に不足が生じた場合、金融機
関からの短期借入を行う。
歳計現金に不足が見込まれる場合は、「歳計現金に不足が見込まれる場合の基金
に属する現金の繰替運用等の取扱方針」により、次の順番で対応する。
・他会計の歳計現金の流用（利息は付さない）
・歳計外現金の流用（利息は付さない）
・基金に属する現金の一時使用（利息は付さない）
・基金に属する現金の繰替運用（基金繰替運用利子）
・一時借入金（一時借入金利子） 

市債の利子が、金銭消費貸借証書に基づ
き、償還期日に約定どおり返済されてい
る。
年度内に現金収支に不足が生じた場合、
一時借入金を行い、当該年度内に償還さ
れている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 111,076 93,092 83,119 76,536

財源内訳
千円

111,076

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

93,092 83,119 76,536

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1145]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

広告事業

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0934

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市の財産
広告掲載希望事業者等

市が提供する各種広告媒体について、掲載広告を募集し、広告内容の審査を経
て、広告を掲載する。
・広告事業の状況
　平成19年度　広告掲載要綱及び基準を制定
　　　　　　　広告入り窓口用無償封筒を設置、庁舎・駅公共通路の壁面広告を
開始
　平成20年度　「広報おわりあさひ」の広告、市ホームページのバナー広告掲載
　　　　　　　市営バス車両等における広告事業を開始
　平成21年度　公共施設融資案内板事業、市民課番号案内表示モニターを開始
　　　　　　　広告インセンティブ予算制度の導入
　平成22年度　旭前駅前広場・公共施設ＭＡＰ広告の開始
　平成23年度　給食だよりなどへの広告掲載
　平成24年度　雑誌スポンサー制度の開始
　平成26年度　ネーミングライツ制度の開始
　平成27年度　市民課番号案内表示モニター、市役所・公共施設ＭＡＰ広告を更
新
・財政効果額(H19～30) 68,335千円(歳入確保42,125千円・歳出削減26,210千円)
　　　　　　(H30単年)  7,386千円(歳入確保 5,236千円・歳出削減 2,150千円)

印刷物やホームページ、公共施設などを
広告媒体として提供し、民間企業等との
協働により市の新たな財源が確保できて
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

広告実施実績課数

歳出削減実施広告媒体数

広告収入額

歳出削減額

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

課数

種類

千円

千円

14 13 15 12

8 7 8 7

5,236

2,150

5,124 5,300 4,571

2,141 1,500 2,000

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

広告収入額については、新型コロナウイルス感染症によるイベント（あさひ冬フ
ェスタ）中止を受け、広告入りチラシの発行取りやめ等により減少した。
歳出削減額については、数年に一度発行する冊子や新規の広告モニター設置等の
影響により、短期的に増減はあるものの、中長期的には概ね増加傾向となってい
る。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[851]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

物品管理事務

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0938

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

共同消耗品・市職員 尾張旭市物品管理規則に基づき、①物品の管理、②共同物品の購入、③保管及び
使用、④処分を行っている。

・備品の管理及び統括
・他部署への貸出可能物品一覧の作成（年度更新）
・共同物品の指定、一括購入及び支給
　※　平成28年度　角A4封筒を除外
　　　平成30年度　B4・B5用紙を除外
・リサイクル物品の情報提供及び不用物品の売却
　

・共同消耗品及び印刷物が効率的に調達
でき、スケールメリット等によるコスト
削減が維持できている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

855
5,870

826 758 758
7,037 7,912 6,952

財源内訳
千円

6,725

払い出しをした消耗品の数量

共同消耗品購入額・印刷製本額の対前年度割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

％

2,361 2,639 2,800 2,536

95.67 116.92 98 98.07

7,863 8,670 7,710

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）払出しをした消耗品の数量、共同消耗品購入額・印刷製本額の対前年度
割合は低下しているが、概ね横ばいである。
（原因）共同消耗品及び印刷物を効率的に調達でき、スケールメリットによるコ
スト削減ができている。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[852]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

共用車管理事務

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0939

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市職員及び共用車（マイクロバス含む） ・共用車が常時、安全に使用できるよう適正な維持管理（車検・修繕等）の実施
　（令和3年3月31日現在：共用車23台 うちマイクロバス１台）
　※　平成27年度策定の買替計画に従い経過年数の長いものから買替を実施
　　　平成28年度　軽自動車（１台）買替
　　　平成30年度　普通乗用車、軽自動車（各１台）買替
　　　令和元年度　普通乗用車（１台）買替
　　
・共用車の先行予約について各課等からの依頼に対応

・平成18年度からマイクロバスの運転業務を業者に依頼（単価契約）
　※　市主催の事業等での移動に際し必要に応じて使用

適正な共用車を保有し、職員が円滑に使
用できるよう配車体制が整っているとと
もに、トラブル（故障等）がなく安全に
利用されている。また、災害等の緊急時
には迅速に当該防災業務に配車できる体
制になっている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 8,431 7,249 6,434 3,888

財源内訳
千円

8,431

共用車（マイクロバス以外）の使用回数

マイクロバスの使用回数

修繕等対応率

マイクロバス稼動率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

回

％

％

7,192 8,429 7,700 7,197

85 97 85 11

19.6

100 100 100

25.8 22 3

7,249 6,434 3,888

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）共用車の使用回数、マイクロバスの使用回数はともに減少している。
（原因）共用車の適正な予約利用が浸透してきたことが考えられる。マイクロバ
スについては、新型コロナウイルス感染症の影響により使用回数が激減した。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●共用車の買替えを計画的に進めます。
●公共交通機関や公用自転車をの活用、低利用車両のリース方式への変更などについて継続して検討を行います。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 △

共用車の買替計画の見直しを行い、事故の多い車両から買替を進めることにした。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[794]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

出納管理事務

会計課
会計課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0940

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

公金
市職員

＜出納事務＞
①収入業務　振込金を受け入れ、調定決議書を確認する。
②支出業務　支出命令書等を審査し、小切手を振出し、支払データを送信する。
③支援業務　各課等における会計事務が円滑に進むよう、指導・啓発するととも
に、研修等を年２回開催して市職員の会計事務のスキルアップを図る。

＜保管事務＞
①現金出納簿、小切手整理簿等の帳票を整理し、適正に公金の管理をする。
②会計管理者保管金(普通預金口座残高）を日々確認し、資金不足に陥らないよう
計画的な公金支出に努める。
③歳計現金、歳計外現金、基金の保管金を資金運用基準により確実かつ有利な方
法で運用する。

市職員が正確かつ迅速で効率的な出納事
務を行っており、公金が適正に出納・保
管されている

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 13,600 13,730 14,014 13,861

財源内訳
千円

13,600

支出命令書作成枚数

会計だよりによる通知項目数

例月出納検査における指摘事項

振込エラー件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

対象

枚

項目

件

件

37,548 37,171 37,500 35,779

44 44 49

0 0 0

195 165 227

13,730 14,014 13,861

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）成果指標C 当初目標の0件を達成している。
成果指標D 当初目標を前年実績の195件としたが、実績が227件と悪化している。
（原因）成果指標D 実績227件のうち、新型コロナウイルス感染症対策関連予算
を所管する課の振込エラー件数が大幅に増加しており、施設使用料還付等、個人
に対する振込エラーが多く、R2は異例の数値となったと考えられる。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が大きい

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●歳入システムの更新に着手します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

歳入システムの更新に係る仕様検証について委託先業者との間で協議を重ねた。他課が並行して着手する他システムと
の連携についても関係者と連絡調整し、同時完了を目標としている。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[821]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

定例監査業務

監査委員事務局
監査委員事務局

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0941

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市の組織の全部課等
○定例監査は、部を単位として実施し、部に属する全ての課等を対象とする。（
ヒアリングは、2年一巡で全ての課等を行う。）
○定例監査の内容は　①財務事務監査　②経営に係る事業管理監査　③工事監査
　④財政援助団体等監査（２千万円以上の財政援助団体監査及び公の施設の指定
管理者　監査：所管部署の監査に合わせて実施）である。
・監査の期日等の事前通知
・監査に必要な資料の提出要求
・予備監査
・予備監査報告書の作成
・本監査
・監査結果報告書の作成
・監査結果報告書の提出及び公表
・ホームページに掲載

行政への信頼性と透明性を高め、より公
正で合理的かつ能率的な事務の執行がさ
れている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 90 92 100 92

財源内訳
千円

90

定例監査を実施した課等の数

監査報告書指摘事項・意見に対する措置執行率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

課

％

37 37 36 36

89 100 100 100

92 100 92

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）成果指標Ｃについては、R元実績から引き続き最高状態を維持している
。
（原因）監査結果の措置報告が、早めに行われているため。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[822]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

決算審査業務

監査委員事務局
監査委員事務局

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0942

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

一般会計･特別会計(５会計)･水道事業会
計･公共下水道事業会計

○決算審査
・決算審査の期日等の事前通知
・決算審査に必要な資料の提出要求
・一般会計･特別会計･水道事業会計･公共下水道事業会計の決算書等の形式審査及
び実質審査
・決算審査意見書の作成
・決算審査意見書を市長に提出
・ホームページに掲載

○地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率及び資金不
足比率の審査
・審査期日等の決定
・市長から審査依頼
・予備審査及び実質審査
・意見書の作成及び市長への提出
・ホームページに掲載　

適正に決算が調整され、効率的な市の行
政運営がされている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 88 87 90 88

財源内訳
千円

88

決算審査を実施した会計数

審査意見書指摘事項・意見に対する措置執行率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

会計

％

8 8 8 8

100 100 100 100

87 90 88

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●決算審査資料を見直します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

事務事業の進捗状況など、主要施策成果報告書で確認できるものについては、決算審査資料から削除した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[875]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

例月出納検査業務

監査委員事務局
監査委員事務局

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0943

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

一般会計･特別会計(５会計)･水道事業会
計･公共下水道事業会計

会計管理者及び上下水道事業者の保管する現金の現在高、出納関係諸表等の係数
が正確であり、現金の出納事務が適正に行われているかを検証する。
・監査計画の作成
・事前通知
・予備検査
　　計数の確認
　　現金等の保管状況の確認
　　書類審査
・予備検査報告書の作成
・本監査
・検査結果報告書の作成
・検査結果報告書の提出

適正かつ正確に現金出納の事務が行われ
ている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

出納検査を実施した会計数

検査報告書指摘事項・意見に対する措置執行率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

会計

％

8 8 8 8

100 100 100 100

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1232]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

総合推進事務

総合推進室
総合推進室

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0944

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・組織

・市長、副市長指示による重要施策や新たな行政課題の調査検討
・短期的、突発的な行政課題に関する部局横断的な調整
・市長所信表明事項等の進行管理

・短期間で特定の課題が全庁的に調整で
きている。
・課題であった業務が推進できる環境が
整っている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 227 202 255

財源内訳
千円

227

特定課題件数

特定課題の総合調整件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

回

件

件

16 21 13

16 21 13

202 255

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「施策の総合調整件数」は昨年度実績と比べ31.3%上昇しています。
（原因）行政需要の多様化によって、部局横断的な課題が増加していることが原
因であると考えられます。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[926]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

文書管理等事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0945

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・公文書
・公印
・職員

①文書管理に関すること。
　・平成26年度から平成30年度まで　ファイリングシステムの試行導入、検証
　　　　　　　　　　　　　　　　　事務改善委員会で文書管理の改善検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　文書管理委員会を設置し（H26）、市独自　
　　　　　　　　　　　　　　　　の方法で文書管理改善の取組を行うととも　
　　　　　　　　　　　　　　　　に、効果を検証
　　　　　　　　　　　　　　　　　定期点検の実施
　・令和元年度から　定期点検の強化実施
　　　　　　　　　　簿冊方式による効率的な文書管理方法の検討
②公告式に関すること。
　・依頼のあった告示・公告の内容審査、告示番号の管理、掲示場の整理等を行
う。
③公印の総括管理に関すること。
　・公印台帳を管理するとともに、市長印等の適切使用について、確認を行う。
　　（公印使用簿、印影印刷承認等）

・公文書の管理が適切に行われている。
・公告式について適切な対応ができてい
る。
・公印が適切に管理・使用されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 230 112

財源内訳
千円

230

告示・公告の件数

印影印刷承認願の受領件数

文書管理における重大な手続ミスや不具合件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

件

件

404 442 450 443

53 77 40  73

0 0 0 0

112

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「文書管理における重大な手続ミスや不具合件数」は0件のまま推移し
ています。
（理由）指針に沿って全庁的に文書管理の取組を進めることで、適切に文書が管
理されているためだと考えられます。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1015]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

愛知県知事選挙事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0946

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・有権者
・候補者

公職選挙法の規定に基づき、知事選挙に係る下記事務等を行う。
・知事選挙の周知　　　　　　　　　・選挙管理委員会の開催
・選挙関連各種告示　　　　　　　　・ポスター掲示場設置及び撤去　　
・投票率向上のための啓発活動（バス、駅階段のラッピング、ネット広告等）
・開票及び速報等　　　　　　　　　・期日前投票
・不在者投票　　　　　　　　　　　・選挙人名簿登録事務
・投票期日事務

選挙の結果　平成31年1月17日告示
　　　　　　平成31年2月3日執行
投票率　　　48.73％

・有権者に対して、愛知県知事選挙が執
行されることが周知され、公正かつ円滑
な選挙が実施されている。
・候補者に対して、公職選挙法等の関係
法令に基づき、適正な事務等が行われて
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

14,198
財源内訳

千円

14,198

選挙執行回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 0 0 0 0

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[857]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

住民基本台帳事務事業

市民生活部
市民課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0947

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

住民基本台帳に記録されている市民

○住民票についての届出や他市等からの通知を審査し、住民基本台帳の管理シス
テムを使用して正確に記録管理（住民票の作成・修正等）する。
　※届出･･･転入届・転出届・転居届など
　※他市等からの通知･･･出生・死亡などの戸籍の届出に伴い住民票の異動が必要
な場合の通知、転出先からの転出先住所の確定通知など。
○市民からの請求に基づき、住民票の写し等を交付する。また、戸籍謄本等の郵
便請求に対して郵送で交付する。
○市町村在留関連事務
　法務省連携端末で法務省と連携し、住民票の修正等を行う。
　特別永住者証明書の申請・交付を行う。
○日曜窓口を開設
　第2・4日曜日の午前8時30分から正午まで（～H29.6 午前9時から正午まで）
・職員体制：記録係3名、市民係7名、会計年度任用職員（事務専門員）9名のロー
テーションで窓口対応
・平成29年度予算から82-0948：市町村在留関連事務事業及び82-0952：休日・夜
間窓口事業と統合

・住民基本台帳を正確に記録・管理し、
居住関係の公証が適切に行えている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

3,573
72 73 73

3,133 3,136 175 206
財源内訳

千円

3,205

住民基本台帳届出受理数

住民票等発行件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

件

6,706 6,701 7,000 6,062

43,912 41,022 40,000 42,024

3,209 248 3,779

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[861]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

自動車臨時運行許可事業

市民生活部
市民課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0950

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

整備事業者
販売事業者
市民
他市町村住民

【臨時運行許可制度】
・自動車は道路運送車両法及び自動車損害賠償保障法の規定による運行要件を全
て満たさなければ道路を走行することはできない。しかし、新規検査や新規登録
等の場合運行要件を満たすことができない場合がある。そこで運行要件を満たし
ていない自動車でも、市町村長の許可により特例的に運行できることとした措
置。
【事務の手順】
・申請書に自賠責保険証、自動車検査証等を添付させる。
・氏名（名称）、住所、車名、形状、車体番号、運行の目的、経路、運行期間が
適正かを審査する。
・許可証を作成し、番号標とともに交付して手数料を徴収する。
・有効期間が満了したときは、有効期間が切れた翌日から５日目までに許可証、
番号標を返納させる。

臨時運行許可制度が適正に運用され、適
切なナンバーの管理がなされている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

自動車臨時運行許可件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件 345 400 259

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[862]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

戸籍事務事業

市民生活部
市民課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0951

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

戸籍に関する届出者
各種証明書の交付を要する市民及び本籍
者

【戸籍届出】
・届書受付
・書類審査
・住民基本台帳事務電算入力※該当者のみ
・関係市町村へ届書等送付
・戸籍事務電算入力※本籍分のみ
・届書保存
【戸籍交付】
・申請受付
・申請内容審査
・戸籍電算出力
・交付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

各種届書類を慎重に審査・受理し、デー
タを適切に管理することにより、市民等
への証明書の交付や、他市町村からの照
会に的確に対応できている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

6,500 6,424
71 70 70 71

5,871 12,891 5,601 5,600
52,185 20 20

財源内訳
千円

5,942

戸籍届出数（受理分・送付分）

戸籍発行件数（有料・無料）

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

対象

件

件

3,508 3,647 4,100 3,502

17,175 17,296 17,000 15,908

65,146 12,191 12,115

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[824]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

議長活動費用

議会事務局
議事課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0953

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

議会の議長

・議長のスケジュール管理（スケジュール調整、交通手段の手配等）
・他市等と交際を行うための調整を行う。
・他市からの視察を受け入れる。
・各団体の申請に基づき議長賞を交付する。

議会の議長として市内外を問わず活動し
やすい状態で、関係機関と円滑な交渉等
が行われている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 936 587 1,452 38

財源内訳
千円

936

議長の行事案内件数

議長の行事等への出席件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

件

122 122 120 102

107 120 26

587 1,452 38

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[825]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

議員研究研修事業

議会事務局
議事課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0954

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市議会議員
常任・議会運営委員会がそれぞれの所管事務について行う、行政調査に費用を支
出する。
市政に関する調査研究の推進を図るため、政務活動費を交付する。
情報収集の手段としてインターネットが利用できる環境整備を行う。
情報収集の手段として議会図書の充実を図る。
議員の資質向上を目的とした研修会への出席に対し費用の負担を行う。　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

議員が情報収集・調査研究を行いやすい
環境が整っている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 4,809 4,547 5,695 387

財源内訳
千円

4,809

政務活動費執行額

政務活動費を利用した会派等の数

委員会行政調査実施回数

図書購入冊数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

千円

会派等

回

冊

3,053 2,218 3,000 184

5 6 6 2

4 8 4 1

58 80 85

4,547 5,695 387

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】
・Ｒ２年度は、新型コロナウイルス感染症対策における議会の支援として、政務
活動費の後期分を凍結したことにより、活動指標は低下した。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、議員研修会及び行政調査は中止とし
たため、活動指標及び成果指標は低下した。
・議会図書の蔵書数については、適宜購入をし、議員が調査研究をする際に最新
の情報を得られるよう、図書の充実を図った。（R2蔵書数　1,534冊　前年度比
＋85冊、利用件数　40件）

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[827]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

議会活動広報事業

議会事務局
議事課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0955

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市民 尾張旭市議会広報委員会規程に基づき、議会の活動状況を広く市民に周知するた
め、「市議会だより」を６月、８月、１１月及び２月の年４回発行し、全世帯に
配布している。市ホームページにも掲載。
仕様：Ａ４版１２～２０ページ程度　表・裏表紙フルカラー、その他のページ２
色刷り
配布方法：文書配達員による全戸配布
＜作成の流れ＞
・市議会議員及び事務局で原稿を作成
・議会広報委員会（市議会議員７人で構成）で内容の精査を行う。
　（１回の発行につき２回開催）
・印刷

市民が議会の活動状況を知ることによ
り、市政に対する関心・理解が深まって
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 1,995 2,170 2,174 1,935

財源内訳
千円

1,995

「市議会だより」発行部数（２月１５日号実数）

議会広報委員会の開催回数（年間）

議会傍聴者数

市議会ホームページアクセス数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

部

回

人

件

34,850 35,082 35,240 35,500

8 10 8 8

259

18,264

275 523 140

18,471 15,000 24,317

2,170 2,174 1,935

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、できる限り傍聴を控えてくださるよう
市民に案内していることから、傍聴者数は減少し、市議会ホームページアクセス
数は増加する結果となった。
令和２年中に実施した議会傍聴アンケートについては、対象者140人、回答者数7
5人、回答率53.57％であった。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●市民の関心が高められるよう、先進事例を調査研究し、市議会だよりの紙面等の見直しを検討します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

　一般質問取りやめた際の穴埋め企画として、市議会キッズガイドを別冊として見開きのページに設定するなど、研修
会等で得た知識を活用し、これまでにない企画を実施することができた。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[828]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

議場設備等維持管理事業

議会事務局
議事課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0956

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

議会

議場設備等機器の正常な稼動状態を維持するため、専門業者による保守点検業務
を委託し実施する。
（１）議場システム定期点検･･････年４回定例会前（５月、８月、１１月、２
月）
（２）委員会システム定期点検････年２回（８月、２月）
（３）議場昇降機法定検査　･･････年１回（11月）
機器の動作点検、整備調整及び消耗部品の交換

議場設備等機器の正常な作動状態を維持
する。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 721 742 750 633

財源内訳
千円

721

議場設備等機器の保守点検回数

議場の更新・改修をした設備数

設備の不備により議会運営に支障をきたした数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

箇所

回

4 4 4 4

0 0 0

0 0 0 0

742 750 633

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

設備面で議会運営に支障をきたすことなく、正常な作動状態が維持された。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[829]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

会議録等調製事業

議会事務局
議事課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0957

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

議会、市民 ・本会議及び常任委員会の記録の業務を委託し、音声データから逐語記録を調製
する。
　　定例会（年４回）並びに臨時会（随時）における本会議及び委員会の音声
データを　反訳し、印刷製本を行う。
　（１）本会議記録Ａ４版文字サイズ11ポイント44文字35行、21部印刷
　（２）委員会記録Ａ４版文字サイズ11ポイント44文字35行、 3部印刷
　　原稿校正２回
・会議録検索システムのデータを作成し、ホームページ上で公開する。
　　本会議・委員会の記録をデータ化し、会議録検索システムサーバにインス
トールする。本会議・委員会の記録を印刷物及び電子

情報化する。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 2,877 2,645 2,814 2,932

財源内訳
千円

2,877

会議録の調製回数

電子情報化した記録の調製回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

回

5 5 5 6

5 5 5 6

2,645 2,814 2,932

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[830]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

議員報酬等支払事業

議会事務局
議事課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0958

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市議会議員

尾張旭市議会の議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例に基づき計算し
た額を毎月支払う。
報酬月額（令和2年4月1日から）
　議長533,000円、副議長464,000円、議員426,000円

議員報酬が適正に処理されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 106,932 103,247 103,980 95,131

財源内訳
千円

106,932

報酬支払対象議員数

報酬支払等に関するミス件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

人

件

21 20 20 18

0 0 0

103,247 103,980 95,131

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1201]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

議会中継配信事業

議会事務局
議事課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0959

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市民（市職員も含む）

＜配信システムの概要＞
範囲…本会議（定例会・臨時会）
方法…インターネットによる
機能…ライブ中継の視聴、録画映像の視聴（検索機能付き）

平成２８年９月定例会から、スマートフォンでの議会中継の視聴を実施してい
る。

市民が議会の活動状況を知ることによ
り、市政・市議会に対する関心・理解が
深まっている

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 1,130 1,198 1,160 1,160

財源内訳
千円

1,130

配信する本会議日数

一般質問延べ人数

市議会ホームページアクセス件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

人

件

21 21 21 22

64 43 60 46

9,338 9,271 15,000 8,815

1,198 1,160 1,160

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

前年度の実績値に比べ、現状値が456件減少した。これは、新型コロナウイルス
感染症拡大に伴い、令和２年（第１回）３月定例会の一般質問を取りやめたこと
に因るものである。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 △

●委員会室の音声及び映像の配信方法について引き続き検討を行います。 

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[841]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

市長選挙事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0961

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・有権者
・候補者

公職選挙法の規定に基づき、市長選挙に係る下記事務等を行う。
・市長選挙の周知　　　　　　　　　・選挙管理委員会の開催
・選挙関連各種告示　　　　　　　　・ポスター掲示場設置及び撤去　　
・投票率向上のための啓発活動（バス、駅階段のラッピング、ネット広告等）
・開票及び速報等　　　　　　　　　・期日前投票
・不在者投票　　　　　　　　　　　・投票期日事務
・選挙人名簿登録事務　　　　　　　・立候補受付
・立候補予定者説明会の開催
・選挙公営関連関係　　　　　　　　・視覚障がい者向けの選挙公報作成　　　

選挙の結果　平成31年1月27日告示
　　　　　　平成31年2月3日執行
投票率　　　48.70％

・有権者に対して、市長選挙が執行され
ることが周知されている。公正かつ円滑
な選挙が実施されている。
・候補者に対して、公職選挙法等の関係
法令に基づき、適正な事務等が行われて
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 12,847

財源内訳
千円

12,847

選挙執行回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 0 0 0 0

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1267]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

総合教育会議事務

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0964

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市民
教育委員会

〈内容〉
　首長と教育委員が出席する会議を開催し、尾張旭市の教育、学術及び文化の振
興に関する総合的な施策の大綱を策定する。また、出席者がそれぞれ議題を持ち
寄り、内容について協議・調整を行う。

〈令和２年度会議の日程〉
　第１回　６月

市長と教育委員会が十分な意思疎通を図
り、地域の教育の課題やあるべき姿を共
有できている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

会議の開催回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 3 2 3 1

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1271]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

行政不服審査事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0965

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

　審査請求
・本市がした処分の相手方（審査請求
人）
・市職員
・審理員
・第三者諮問機関（行政不服審査会）

＜審理体制の構築に必要な市職員の養成＞
審理員候補者及び職員に対し、審理に必要な情報の提供を行う。

＜審査請求手続＞
①審査庁は、審査請求に応じて審理員を指名する。
②審理員が審理を行い、審査庁に意見書を提出する。
③その審理員意見書を受けて審査庁が行政不服審査会に諮問する。
④審査庁は、行政不服審査会の答申を受けて裁決を行う。

・本市がした処分に関し、その相手方が
適切な教示等を受け、審査請求手続を行
うことができる。
・市職員が十分な知識を持ち、審査に必
要な役割を担うことができる。
・行政不服審査会において、公平公正な
審査が行われている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 87

1
77 89 30

財源内訳
千円

87

審査請求件数（審理員による審理を経るものに限る。）

研修受講職員数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

人

1 0 3 0

43 62 80 0

77 90 30

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

遅延あり

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1281]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

尾張旭まちづくり応援寄附金管理事業

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0966

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

尾張旭まちづくり応援寄附金の寄附者
寄附金の使い道として選択できる事業

【寄附金の使い道（具体的な事業）】
①候補事業を各課に照会、財政課が選定する。
②寄附者は共感が得られる事業に寄附する。
③実施される事業に寄附金を充当する。
④充当した事業についてホームページにて公表する。
【返礼品の送付】
①特産品などの市のＰＲにつながるもの（サービス含む）を選定する。
・観光協会及び商工会の会員を対象に募集する。
・市の事業に関連するもの、市長が特別に認めるものを選定する。
②寄附者は、寄附時に返礼品を選択する。（10,000円以上、市外個人）
③市は、寄附者の申込情報を委託業者に送付する。
④委託業者が返礼品取扱事業者に返礼品発送の連絡をする。
⑤返礼品取扱事業者が、寄附者に返礼品を送付する。
【その他】
・民間WEBサイトのフォームにて寄附申込を可能とする。
・クレジットカード、各種電子マネーにて入金できるようにする。

ふるさと納税制度を通じて、寄附者がま
ちづくりに参加できている。
使い道として選択された事業が実施され
ている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

5,615
1,604

8,160 5,001 4,542
1,302 1,698 1,874

財源内訳
千円

7,219

寄附金額（R03～返礼品数）

寄附金を充当して実施した事業数（R02まで）

寄附金を充当して実施した事業割合（R03～寄附件数）

基金充当割合（R03～寄附金額）

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

品

事業

件

千円

5,615 8,160 4,000 4,542

7 7 10 13

58

55

50 70 87

38 70 72

9,462 6,699 6,416

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）「寄附金を充当して実施した事業割合」、「基金充当割合」ともに増加
している。
（原因）寄附金を充当して実施した事業数が増加（R1:7件⇒R2:13件）したこと
、また、基金から充当する金額が増加（R1：2,950千円⇒R2：9,302千円）したこ
とが主な原因である。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1290]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

産学公連携事業

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0967

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市民
・民間企業
・大学

・民間企業や大学と各課等の業務をマッチング
・連携に係る協定を必要に応じて締結
・民間企業や大学と共同事業を実施

・それぞれの持つ知的資源や物的資源を
相互に活用でき、連携協力による効果が
出ている。
・市民サービス、事業効率等が向上して
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 474 482 500 300

財源内訳
千円

474

産学公連携に関する会議の開催回数

産学公連携による関係部署とのマッチング数

産学公連携による共同事業の数（総合推進室分）

大学と連携した取組の数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

件

件

件

46 48 44 15

14 15 14 14

6

87

4 6 6

79 85 55

482 500 300

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】 （状況）
成果指標C「産学公連携で取り組んだ事業の数」は4件から6件に増加しており、 
成果指標D「大学と連携した取組の数」は79件から55件に減少している。
（原因）
成果指標Cについては、これまで複数の連携事業を積み重ねてきた結果、市と連
携先のニーズ等について相互理解が深まり、連携事業の展開につながったため増
加した。成果指標Dについては、新型コロナウイルス感染症対策のために講座等
の開催を見送る等事業内容の精査の結果、件数は減少した。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

低下

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1358]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

特別定額給付金給付事業＜予算のみ＞

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画82-0968

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）
（原因）

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 未設定

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[903]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

特定課題調査検討等事務

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画89-0901

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市の特定課題

・社会環境の変化や多様化するまちづくりの課題に対応するための課題（特定課
題）の整理を行う。
・特定課題の調査及び検討を行う。
・必要に応じて関係部署等との情報共有・連絡調整を実施する。
・調査検討された結果を関係部署等で情報共有を行う。

特定課題が解決に向け調査検討され、庁
内で情報共有が行われている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 2,990 3,059 3,240 2,991

財源内訳
千円

2,990

調査検討件数

調査検討された検討課題割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

％

8 5 8

100 100 100

3,059 3,240 2,991

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）
まちづくりの課題は多様化し、調査検討する特定課題の件数は増加傾向にある。
（原因）
キャッシュレス化など従来から調査検討を進めている課題のほか、組織変更に伴
う移動計画の作成支援等突発的に調査検討するべき課題もあるため。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●「尾張旭市国土強靭化地域計画」の策定に着手します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

●41-0904国土強靭化地域計画策定事業にて「尾張旭市国土強靭化地域計画」策定済み
・今ある環境の中で、学生団体と協働してプレーパークを実施
・国交省のサウンディングに案件を提出するなど、民間意見の聞き取りの場を設けた。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[904]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

尾張旭市の統計作成事業

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画89-0902

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市内在住者
市内事業所

1 データを集計し、「尾張旭市の統計」の冊子を作成。また、利用しやすいよう
体系別　に分類したファイル、両面印刷で製本となるファイルを、市ホームペー
ジに掲載。
(1) データの提供依頼
(2) 提供されたデータの取りまとめ編集
(3) 編集内容の確認・校正依頼
(4) 統計書の印刷
(5) 統計書の印刷製本発注
(6) 市ホームページ掲載（PDF形式・Excel形式：平成17年度、オープンデータ(cs
v形式)：平成28年度）
2 次の4か所へ、閲覧用冊子を設置する。
(1) 庁舎1階市政資料コーナー
(2) 庁舎2階資料室
(3) 市立図書館
(4) 議会図書室

尾張旭市に関する各分野の基本的な統計
資料を収集し、市民に提供することで、
市勢の状況を知ってもらう。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 7 8 8 8

財源内訳
千円

7

収録するデータの数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件 198 198 198 198

8 8 8

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[906]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

基幹統計調査事業

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画89-0904

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市内在住者
市内事業所 ＜一般的な事務の流れ＞

①指導員及び調査員の選考・配置　　⑤調査書類の審査
②指導員及び調査員事務打合せ会　　⑥調査関係書類を県に提出
③（調査員）調査票配布・記入依頼　⑦調査員報酬・臨時職員賃金の支払
④（調査員）調査書類取集、点検　　⑧交付金の精算報告　　　　　
【基幹統計調査】
・令和元年度：全国家計構造調査、農林業センサス、工業統計調査、経済センサ
ス‐基礎調査、経済センサス調査区管理
・令和2年度：工業統計調査、経済センサス‐基礎調査、経済センサス調査区管理
※令和元年度国勢調査調査区設定、令和2年度国勢調査は89-0906で実施予定 統計法により定められた基幹統計調査に

ついて円滑に調査が実施されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

5,204 1,495 491 427
財源内訳

千円

5,204

基幹統計調査実施回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回 2 4 2 2

1,495 491 427

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

●円滑に調査を実施するため、調査員の確保を進めます。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

R2国勢調査の実施に伴い、調査員の確保に努め、昨年度より登録者が増加した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[908]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

統計調査庶務事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画89-0905

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

統計調査員
統計資料

【統計調査庶務事務の内容】
①統計調査員への表彰等に関する報告
　統計に関する叙勲・褒章や表彰の候補者を推薦する。
②県統計協会負担金
　愛知県統計協会（事務局：愛知県県民生活部統計課）に負担金を支払う。
　⇒県及び市町村を会員とし、統計講習会、図書斡旋、統計功労者表彰等を行う
団体。
③尾東統計研究協議会（県統計協会が地域ごとに組織する協議会）の出席
　尾東地区の市町により統計調査に関する情報交換・研究を行う。　
④各種統計調査への協力
　各種調査について統計調査員の推薦や資料提供を行う。
⑤統計資料の整理、保管
　各種統計冊子を閲覧可能な所に整理して保管する。
⑥市民所得推計事務
　県が作成した「市町村民所得の推計方法」に基づき、市で把握するデータを分
類・集計し、基礎資料として県へ提出する。

・統計調査に関する庶務事務が正確かつ
円滑に実施されている。
・統計資料が整理され、基礎資料として
県へ提出及び有効に活用されている。
・統計調査員が統計調査に関する知識を
有し、円滑に調査が実施されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 362 314 314 314

財源内訳
千円

362

市民所得推計データ分類件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件 － 883 850 835

314 314 314

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●円滑に調査を実施するため、調査員の確保を進めます。（89-0904 基幹統計調査事業に付け替え）

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[907]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

国勢調査事業

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画89-0906

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

市内在住者
＜国勢調査の事務の流れ＞
①事前準備（現地踏査、地図作成等）　⑥（調査員）調査票回収、点検
②指導員及び調査員の募集　　　　　　⑦調査書類の審査し、県へ提出
③指導員及び調査員の選考　　　　　　⑧調査員報酬・臨時職員賃金の支払
④指導員及び調査員事務打合せ会　　　⑨交付金の精算報告
⑤（調査員）調査票配布・記入依頼　　⑩国が速報値を公表

平成31年度：①
平成32年度：②～⑩市内在住者から漏れなく調査票を回収

し、正確な調査結果を得る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

1 185 29,392 27,072

1

財源内訳
千円

1

調査票配布数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

枚

人

0 0 37,000 33,600

185 29,392 27,073

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[912]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

入札参加者選定事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画89-0912

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・入札参加資格者
・入札案件

《入札参加者選定》
・尾張旭市入札参加資格要件等審査委員会を定期的に開催し、入札参加資格要件
等を審議する。
(1)指名競争入札の参加者を適正に選定する。
(2)制限付き一般競争入札における参加資格要件を定める。
・制限付き一般競争入札参加資格要件等一覧表（標準）について、地域要件・実
績・総合評定値等の見直しを実施する。
　　　　 　　　　 
《指名停止措置》
　不誠実な行為をなした業者に対し、尾張旭市指名停止取扱要領に基づき尾張旭
市が発注する工事等の入札参加を一定期間停止する。
・H28.4　指名停止取扱要領を一部改正
・H30.6　指名停止事務の取扱い及び期間設定について明確化を図るため、指名
　　　　 停止取扱要領内規を制定
・R2.1　 指名停止取扱要領内規を改正

・適正・適格な事業者が入札に参加して
いる。
・公平で公正な入札が行われている。
・資格要件の設定が標準化されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

入札参加資格要件等審査委員会に諮った件数

入札参加資格要件等審査委員会に諮った件数割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

％

77 58 80 53

24.4 18.4 25 15.4

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

入札参加資格要件等審査委員会において適正に事業者が選定され、公平で公正な
入札が行われている。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[913]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

工事等検査事務

総務部
検査室

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画89-0913

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・検査課による検査対象案件
　①予定価格300万円以上の工事
　②予定価格100万円以上の委託業務
・工事等の請負者、市担当課、監督職員

＜内容等＞
・各担当課が発注した工事および委託業務の検査（完了検査、出来形検査、中間
検査）を第三者的立場で実施する。併せて工事等の完了後に成績評定業務を行
う。
・完了検査等を通じて請負者に対し技術的指導を行う。
・各担当課および監督職員に対し検査等に係る情報共有を図る。

＜検査の種類＞
・完了検査（完了後、工事14日以内、その他10日以内に実施）
・出来形検査（必要により実施）
・中間検査（当初請負代金額3,500万円以上の工事について中間期に実施）

・契約図書に定める出来形や品質が確保
され、代価の支払いに値する成果物が確
認できる。
・工事成績評定点が向上または一定水準
を保っている。
・工事成績評定結果が工事業者格付に反
映されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

財源内訳
千円

検査課が検査を行った工事件数

検査課が検査を行った委託業務件数

工事成績評定(技術検査)の平均点

工事成績評定点が不良である工事の件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

点

件

120 92 100 109

20 30 20

71

4

72 75 72

0 0 1

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

昨年度実績に比べ、「工事成績評定(技術検査)の平均点」は同点で変化がなく、
「工事成績評定点が不良である工事の件数」は0件から1件に増加した。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[911]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

国民年金事務

健康福祉部
保険医療課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画89-0915

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

国民年金第１号及び任意加入被保険者
国民年金受給権者

・市は、国民年金第１号被保険者に関する資格関係届、保険料の免除･納付猶予等
に関する申請及び年金給付に関する裁定請求等を受理し、管轄の日本年金機構名
古屋広域事務センターへ進達を行う。市からの進達に基づき、管轄の日本年金機
構名古屋広域事務センターでは、資格の管理、納付書の送付、免除等の審査認定
及び年金給付の審査決定等を行う。
・障害年金の審査決定及び給付については、管轄の名古屋広域事務センターを通
して、障害年金センターで行う。
・国民年金制度及び年金生活者支援給付金について、広報、パンフレット、ホー
ムページで市民に周知する。
・新型コロナウイルス感染症の影響等による国民年金保険料免除等の周知・手続
きを適切に行う。・市民が国民年金制度を理解し、適切な

手続きができている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

5,857 3,106 262 182

財源内訳
千円

5,857

進達件数　

年金相談件数　

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

件

6,141 5,228 6,000 3,124

1,378 1,695 1,500 2,006

3,106 262 182

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

維持・横ばい

なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[916]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

土地取得特別会計繰出金

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画97-0101

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

土地取得特別会計 ・土地取得特別会計で取得した土地に係る地方債の借入金償還の実施に当たり、
一般会計から土地取得特別会計を通して償還する。
・土地開発基金保有土地に係る貸付料を併せて繰出しする。
　
　繰出金
　令和２年度　188,489,000円
　令和３年度　163,064,000円
　令和４年度　162,699,000円
　令和５年度　162,339,000円
　令和６年度　110,947,000円

地方債償還に要する元金及び利子に対す
る繰出金を繰出しているため、土地取得
特別会計の健全な財政運営が確保されて
いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

100,000
172,686 188,981 188,489 188,489

財源内訳
千円

272,686

土地取得特別会計の償還額（元金・利子及び貸付料）

土地取得特別会計における繰出金の執行割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

円

％

272,686 188,981 188,489 188,489

100 100 100 100

188,981 188,489 188,489

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）一般会計から特別会計への繰出しを行い、地方債の借入金償還を遅滞な
く実施している。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

非常に順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[921]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

秘書課庶務事務

企画部
秘書課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0101

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

課及び係の庶務事務

①往復文書の処理
②文書の管理
③財務会計事務
④予算に関する取りまとめ事務
⑤決算に関する取りまとめ事務
⑥出張命令書の処理
⑦公職者台帳の管理
⑧行政評価の管理
⑨職員互助会に係る事務
⑩新年賀詞交歓会に係る事務
⑪その他の雑務

※庶務事務所要時間：7.75時間×年間就業日数（244日）×0.6（人工数）≒1130
時間

課及び係の庶務事務が円滑に実施されて
いる

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 18 39 40 31

財源内訳
千円

18

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

39 40 31

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[924]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

企画課庶務事務

企画部
企画課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0103

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

課の庶務事務
課の職員 ①課の庶務に関すること

・文書の収受及び管理
・庁内外の照会文書に関する調査、報告のとりまとめ
・時間外勤務、出張命令書の整理
・備品、消耗品の調達及び管理
・予算、決算に関する事務
・庁内への市町村ゼミナール開講の周知
②補助金に関すること
・瀬戸信用金庫地域振興協力基金助成に関する事務
・元気な愛知の市町村づくり補助金に関する事務

・庶務事務が正確かつ円滑に進んでい
る。
・事務の見直し・改善により、所要時間
の短縮が図られている。
・突発的な事項等に対して迅速・的確に
対応できている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 354 533 580 392

財源内訳
千円

354

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

533 580 392

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[925]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

総務課庶務事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0201

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

係の庶務事務 ①市役所あて文書（郵便、メール便）の収受、各課配布(25%)
②郵便物の取りまとめ、発送(25%)
③課あて文書の収受(7%)
④往復文書の処理(7%)
⑤消耗品の調達、管理(3%)
⑥出張命令書の処理(3%)
⑦財務会計事務(10%)
⑧予算、決算に関する取りまとめ事務(10%)
⑨行政相談委員に関する事務(5％）
⑩町名表示板事務（5％）H29年度から実施係の庶務事務が正確かつ円滑に実施され

ている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 7,079 7,609 6,545 7,432

財源内訳
千円

7,079

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

7,609 6,545 7,432

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[928]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

選挙管理委員会庶務事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0203

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・有権者
・小中学生及び高校生
・選挙管理委員

選挙に関する各種事務を行う。
・選挙関連文書の収受
・選挙管理委員会に関する事務
・選挙に関する告示事務
・選挙人名簿登録に関する事務
・在外選挙人登録等に関する事務
・その他選挙に係る各種事務等
選挙啓発に関する事務を行う。
・小中学校及び高等学校への出前講座
直接請求に関する事務を行う。
検察審査会に関する事務を行う。
・検察審査会審査員候補予定者の選定及び名簿の作成等
裁判員制度に関する事務を行う。
・裁判員候補予定者の選定及び名簿の作成等
国民投票に関する事務を行う。
・投票人名簿の作成等：（18歳以上対象）

・有権者に対して、適正な事務等が行わ
れている。
・小中学生及び高校生に対して、将来投
票してもらうための啓発活動が行われて
いる。
・選挙管理委員に対して、適正な事務等
が行われている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

5 12 4 4

1,981 2,032 2,102 1,888

財源内訳
千円

1,986

選挙管理委員会開催回数

小中学校及び高等学校への出前トーク回数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

回

7 11 4 5

2 3 4 4

2,044 2,106 1,892

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 簡易評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●若年層の投票率向上を目指し、大学や民間事業者との連携による効果的な啓発活動の検討を進めます。
●本市の特性や市民ニーズ、投票事務の効率化などを踏まえ、投票所のあり方など、投票しやすい環境づくりについて
検討を進めます。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

●新たに名市大と連携して高校への出前トークを実施できるよう調整を行っていたが、新型コロナウイルス感染症の影
響により、選管のみでの実施となった。
●投票所のあり方について検討するために、他市の投票所の再編の状況などの情報収集や過去選挙の各投票所の投票状
況などについて調査をした。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[929]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

公平委員会庶務事務

総務部
総務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0204

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・公平委員会
・市職員
・全国公平委員会連合会
・全国公平委員会連合会東海支部
・愛知県公平委員会連合会

・公平委員会を開催する。（通常３月、４月の年２回で、その他議案が生じた場
合はその都度開催する。）
・愛知県公平委員会連合会及び全国公平委員会連合会東海支部の総会、事務研究
会に委員とともに出席する。
・連合会会報により情報収集する。

・公平委員会事務が円滑に進んでいる。
・人事公平制度に関する調査、研究、資
料収集等が各連合会で協同して行うこと
ができている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 199 189 246 73

財源内訳
千円

199

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

189 246 73

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[930]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

財産経営課庶務事務

総務部
財政課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0205

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

課の庶務事務、課員

財産経営課における主な庶務事務
①文書の収受及び処理
②郵便物の発送
③行政評価の管理
④課内の消耗品の調達、管理
⑤出張命令書の整理
⑥財務会計事務
⑦予算・決算に関する事務
⑧来庁者向けの複写機・給茶機の管理
⑨臨時職員の雇用
⑩公共施設施設長連絡会議事務局に関する事務（H28より82-0935公共施設施設長
連絡会議事務を統合）

所要時間：1日平均1時間×21日×12ヶ月＝252時間

庶務的な事務が正確かつ円滑に進んでい
る。
事務の見直し・改善により、所要時間の
短縮が図られている。
突発的な事項等に対して迅速・的確に対
応できている。 

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

158
1,749

125 120
1,417 806 870

財源内訳
千円

1,907

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

1,542 926 870

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[933]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

検査課庶務事務

総務部
検査室

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0206

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・課の庶務事務
・課の職員

検査課の主な庶務事務

①文書の収受及び管理
②報告文書の取りまとめ
③出張命令書等の処理
④ホームページの更新等
⑤行政評価に関する事務
⑥財務会計事務
⑦予算・決算に関する事務
⑧会議・研修会参加事務
⑨消耗品等の調達事務

所要時間：1日平均1.5時間×21日×12月＝378時間

課の庶務的な事務が正確かつ円滑に進ん
でいる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 63 56 70 60

財源内訳
千円

63

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

56 70 60

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）最高状態を維持している。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[931]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

税務課庶務事務

総務部
税務課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0207

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

税務課としての庶務事務を行う。

①庁内、庁外文書の整理（収受、閲覧、回答、発送等） 3822時間（68.2％）②時
間外勤務手当ての整理、集計、報告 5.6時間（0.1％）③出張命令の整理、集計、
報告 1.1時間（0.02％）④予算・決算関係の立案、集計、報告 280時間（5％）⑤
臨時職員の雇用人選、伺い、報告 6.7時間（0.12％）⑥広報誌への掲載（税務課
分、関係公共団体依頼分） 0.6時間（0.01％）⑦定例監査、決算検査の資料作成 
112時間（2％）⑧相続税法５８条の規定による報告の通知 45時間（0.8％）⑨予
算執行に係る財務会計事務 168時間（3％）⑩廃棄文書、文書目録、備品台帳の整
理 2.8時間（0.05％）⑪互助会文書の閲覧、報告 0.6時間（0.01％）⑫市税手数
料集計、支払、報告 280時間（5％）⑬各団体との渉外事務（瀬戸旭青色申告会・
瀬戸旭法人会、税務推進協議会、税務連絡協議会、東尾張税務研究会） 17時間（
0.3％）⑭事務事業評価事務立案、報告 280時間（5％）⑮電子申請の受け付け、
証明発行 1.7時間（0.03％）⑯各種研修の報告 0.6時間（0.01％）⑰条例、規則
の制定、改正に関する事務 280時間（5％）⑱地方税制改正に関する事務 280時間
（5％）⑲ホームページ立案、掲載 16時間（0.3％）⑳身分員証の発行 2.8時間（
0.05％）

税務課の庶務事務が適正かつ迅速に処理
されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 587 1,233 631 643

財源内訳
千円

587

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

1,233 631 643

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[932]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

収納課庶務事務

総務部
収納課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0208

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・課の庶務事務
・課の職員

収納課の主な庶務事務
１　庁内・外の文書整理（収受、回答、発送等）
２　特殊勤務手当の集計整理
３　年次休暇等の集計整理
４　郵便物発送の集計整理
５　財務会計事務
６　文書・台帳等の整理
７　定例監査、決算資料作成
８　税務職員の身分証明書発行
９　行政評価・事務事業関係事務
10　出張命令書の集計整理
11　公用車管理
12　予算に関する事務
13　消耗品調達、備品管理等
14　公金取扱手数料集計事務
所要時間：１日平均４時間×２人×２３日×１２月

課の庶務事務が適切に行われ、組織とし
て円滑に機能している。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 11,719 6,120 5,280 4,056

財源内訳
千円

11,719

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

6,120 5,280 4,056

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[1278]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

行政経営課庶務事務

総務部
行政経営課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0209

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

課の庶務事務
課員 ①庁外文書の収受[紙・電子受付]

②文書の発送[庁外]
③庁内文書（片道）[閲覧・回覧→綴込]
④庁内文書（往復）[回答作成・決裁→綴込]
⑤出張命令書の処理
⑥課の予算・決算に関する事務
⑦課の行政評価等に関する事務

所要時間：１日平均１時間×２２日×１２月庶務事務が正確かつ円滑に実施されてい
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 22 39 40

財源内訳
千円

22

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

39 40

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[971]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

市民課庶務事務

市民生活部
市民課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0305

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

課の職員
課の庶務事務

・文書の収受及び発送
・文書の管理
・財務会計事務
・時間外勤務・出張命令の処理
・庁内照会文書の処理
・予算・決算に関する事務
・課内の消耗品の調達・管理
・他の職員に属さない事務
※　主に職員１名で担当している
平成30年度予算から82-0949：印鑑登録事務事業と統合 課の庶務事務が正確かつ円滑に行われて

いる。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

15 10 10 22
6

1,354 2,336 1,391 1,212
財源内訳

千円

1,369

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

2,346 1,401 1,240

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[953]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

会計課庶務事務

会計課
会計課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0601

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

課の庶務事務
課の職員

①文書の収受・管理
②照会文書の調査・報告
③備品・消耗品の調達・管理
④予算・決算に関する事務
⑤行政評価に関する事務
⑥会議・研修会等への参加
⑦ホームページ・職員ポータルに関する事務
⑧職員互助会に関する事務
⑨臨時職員事務

所要時間　１日平均１．５時間×２０日×１２月
課の庶務事務が正確かつ円滑に進んでい
る

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 983 90 100 74

財源内訳
千円

983

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

90 100 74

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[969]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

議事課庶務事務

議会事務局
議事課

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0901

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

課の庶務事務
課の職員

①庁内外の文書の収受（１０分×２４日×１２月＝４８時間）
②議決文書の処理（９０分×４回＋６０分×１回＝７時間）
③出張命令の整理（１時間×１２回＝１２時間）
④職員の研修会等への参加に伴う整理（２時間×１５回＝３０時間）
⑤雑紙・古紙の整理・運搬管理（１５分×１２回＝３時間）
⑥市議会及び議事課内消耗品の調達・管理（３０分×１２回＝６時間）
⑦議会図書室の管理・図書の調達（５時間×８日×２人＝８０時間）
⑧財務会計事務（１５分×３００枚＝７５時間）
⑨課の予算・決算に関する事務（６時間×１０日×５人＝３００時間）
⑩課の行政評価・EMSに関する事務（６時間×１０日×５人＝３００時間）
⑪議事録の表紙、背表紙等印刷製本に関する物の調整（１時間×５回＝５時間）
⑫議会の概要作成事務（原稿５時間×３０日＋印刷製本６時間×５日＝１８０時
間）
⑬各議長会の研修会参加、調査等の報告・情報提供に関する事務（４時間×１０
回＝４０時間）
⑭本会議、常任委員会等会議開催に必要な事務（６時間×100日×５人＝3,000時
間）
⑮その他突発的な事項等への対応（５時間×６回×５人＝１５０時間）

課の庶務事務が適正に処理されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 1,658 1,644 1,143 986

財源内訳
千円

1,658

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

1,644 1,143 986

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ



[970]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

監査委員事務局庶務事務

監査委員事務局
監査委員事務局

行財政運営の推進

08

（施策の総合推進）09

実施
計画99-1001

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

事務局の庶務事務 ①委員報酬の支払
②委員及び職員の研修会等への出席に伴う事務
③消耗品の調達・管理
④財務会計事務
⑤文書の収受・処理
⑥監査等の結果の報告・公表に関する事務
⑦予算・決算に関する事務
⑧行政評価に関する事務
⑨各種調査・照会の作成
⑩監査資料の整理適正に事務が処理されている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 1,624 1,701 2,087 1,675

財源内訳
千円

1,624

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

1,701 2,087 1,675

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

分野横断的なまちづくりと市政運営

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ


